


序　　　　　文

　ウズベキスタン共和国は、1991年に独立し、旧ソ連と異なる医療改革を開始しました。1998年

11月には「保健制度改革についての大統領令」に基づき保健制度改革を進め、その重点課題のひ

とつ、医療従事者教育の高度化として、1999年から看護教育制度改革が開始されました。本改革

過程のなかで、これまで看護教育及び看護管理の分野において短期専門家派遣にて協力を実施し

ていた我が国に対し、ウズベキスタン共和国から看護教育及び看護管理に関する協力が要請され

ました。

　これを受けて我が国は、要請内容を確認するとともに、看護教育の現状、国家的な看護教育の

方向性を調査・協議し技術協力プロジェクト内容の策定を行う目的で、2004年１月及び３月に事

前評価調査団を派遣しました。

　本報告書は、上記調査の結果を取りまとめたものです。ここに本調査にご協力を賜りました関

係各位に深甚なる謝意を表します。

　平成 16 年５月

独立行政法人 国際協力機構
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　松岡　和久
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１．案件名　ウズベキスタン国看護教育改善プロジェクト

２．協力概要

（1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述

　本プロジェクトは、モデル校となる保健省立医療専門高校において、「client-or iented

nursing」（利用者に寄り添う看護）*に基づいたカリキュラムと教材の改善、及び看護教員を

対象とした看護教育方法の再研修から成る、ウズベキスタン共和国（以下、「ウズベキスタ

ン」と記す）における医療専門高校（看護科）への「client-oriented nursing」に基づいた看

護教育導入のためのモデルを確立することを目的としている。

*「client-oriented nursing」（利用者に寄り添う看護）とは：すべての対象者（client）に、

それぞれのライフサイクルステージ（小児期、思春期、成人期、高齢期など）の健康ニー

ズに沿った看護・生活支援を提供すること。

（2）協力期間：2004 年７月１日～ 2009 年６月 30 日（５年間）

（3）協力総額（日本側）：３億 9,000 万円

（4）協力相手先機関：保健省、高等中等教育省

（5）国内協力機関：大分県立看護科学大学

（6）裨益対象者及び規模、等：直接裨益者：モデル校　保健省立医療専門高校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　看護教員 35 名、看護学生 1,500 名

　　　　　　　　　　　　　　間接裨益者：全国 54 医療従事者訓練校／専門高校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　看護教員 2,000 名、看護学生６万 6,000 名

３．協力の必要性・位置づけ

（1）現状及び問題点

　ウズベキスタンでは、1998 年 11 月の「保健制度改革についての大統領令」に基づいた保

健制度改革の重点課題のひとつに医療従事者教育の高度化があげられている。この一環とし

て、1999 年から看護教育制度改革を開始し、医療従事者訓練校を３年制に統一し、2005 年

までに同国内すべての医療従事者訓練校をメディカル・カレッジ（医療専門高校）へ昇格さ

せる計画を実施中である。また、専門高校後の看護教育機関として３年制の看護学科を医学

部に併設する等、看護教育制度の改革を進めている。

　しかしながら、同国では看護師は依然として医師の補助者として位置づけられており、看

護師が自らの判断で看護を行う状態には至っていない。また、これまでに派遣された看護分

野の短期専門家からの報告では、「client-oriented nursing」の原則とプライマリー・ヘルス・

ケア及びサービスの概念の欠如が指摘され、その取り組みの必要性について保健省に対して

提言を行ってきており、緊急の取り組みが必要である。
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（2）相手国政府国家政策上の位置づけ

　「保健制度改革についての大統領令」に基づき、医療従事者教育の高度化を目的とした看

護教育制度改革が 1999 年から開始されている。

（3）我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位置

づけ）

　JICAは、これまでウズベキスタンの看護教育分野に短期専門家の派遣や無償資金協力に

よる看護教育機材の調達、研修員受入れ等、種々の援助を実施してきた。JICA国別事業実

施計画では、ウズベキスタンに対する援助の方向として「保健医療・教育サービスの再構

築」を掲げ、予防医療の重視、プライマリー・ヘルス・ケアの概念とサービス普及のため

の取り組みとして、看護師の育成と役割の強化を優先課題として位置づけている。

４．協力の枠組み

〔主な項目〕

（1）協力の目標（アウトカム）

①　協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値

目標：「client-oriented nursing」の原則に基づいた看護教育（学内教育／学外臨床教育）

のモデルが確立される。

指標：保健省立医療専門高校で「client-oriented nursing」に基づいた看護教育が実施される。

②　協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値

目標：全国54校の医療専門高校で「client-oriented nursing」に基づいた看護教育が行われる。

指標：全国 54 校に看護教育モデル（カリキュラム・教材）が導入される。

（2）活動及びその成果（アウトプット）

成果１：学内教育に「client-oriented nursing」のコンセプトが導入される。

指標：2009年６月までに保健省立医療専門高校で「client-oriented」な学内教育が行われる。

成果１－１：学内教育に「client-oriented nursing」に基づいたカリキュラム * 案が作成さ

れる。

指標：2008年７月までに保健省立医療専門高校の看護学のカリキュラム案が作成され、

保健省の了解が得られる。

活動：カリキュラム委員会の設立、「client-oriented nursing」に基づく中等教育カリキュ

ラム案作成

　*カリキュラムは時間割と主な講義内容から構成される。

成果１－２：「client-oriented nursing」に基づいた教材が作成される。

指標：・2008年７月までに基礎看護、母子看護、成・老人看護、地域看護、看護管理の

教材が作成される。

　　　・看護教育用機材を用いた学内演習用のマニュアル（案）が作成される。

活動：教材作成作業部会の設置、基礎看護、母子看護、成・老人看護、地域看護、看護

管理の教材作成、学内演習マニュアルの作成



成果１－３：「client-oriented nursing」に基づいた看護教育方法が教員に理解される。

指標：2009年６月までに保健省立医療専門高校及び医科大学教員X名が「client-oriented

nursing」理解度テストに合格する。

活動：看護教育方法の導入プログラム*実施のための研修、導入プログラムによる授業

実施、54医療専門高校と６医科大学の看護教員に対する導入プログラム研修

*「client-oriented nursing」に基づいて改善したカリキュラム、教材及び看護教育方法

を併せて、導入プログラムとする。

成果２：実習病院で「client-oriented nursing」に基づいた実習が導入される。

指標：タシケント救急医療センターで「client-oriented nursing」に基づいた実習が行わ

れる。

活動：タシケント救急医療センター内に臨地実習部設置、「client-oriented nursing」に基

づく臨地実習のための実習要綱作成、病院の実習担当者を対象とした教材、医療・保

健施設60か所（５施設／州× 12州）の実習担当者に対する臨床実習用研修

成果３：看護教育の基準（カリキュラム、教材、教員の質）について保健省に提言する。

指標：2009年６月までに看護教育の基準に関する提案書が保健省に提出される。

活動：看護学校の統一した教育基準(カリキュラム・教材・教員の質)の作成、統一卒業

試験実施のための提案書作成

（3）投入（インプット）

①　日本側（総額３億 9,000 万円）

専門家派遣

　長期専門家：チーフアドバイザー、看護教育、業務調整　３名／年

　短期専門家：基礎看護、成人／老人看護、母子看護、地域看護、看護管理　10 名／年

　供与機材：視聴覚、教材作成・印刷用機材など　　

　研修員受入れ：年間５名程度

②　ウズベキスタン側

カウンターパート（C／ P）人件費、施設・土地手配、その他

（4）外部要因（満たされるべき外部条件）

　上位目標達成のための外部要因

　－保健省が医療専門高校 54 校に看護教育モデルを普及する。

５．評価５項目による評価結果

（1）妥当性

　看護教育の改善は、ウズベキスタン側の実施する看護教育制度改革に沿ったものである。

また、「client-oriented nursing」の原則に基づく看護教育の導入の必要性は国際的な潮流であ

り、ウズベキスタンではまだ導入はされていないが保健省及び医療専門学校関係者すべてが

認めるものである。一方、JICAもウズベキスタンの開発課題として看護教育を優先分野に位

置づけている。

　以上の観点より、本プロジェクトの妥当性は高いと判断される。



（2）有効性

　看護教育は、学内教育と学外教育（臨地実習）により実施される。本プロジェクトでは、

成果１として学内教育（カリキュラム、教材、看護教授法）を押さえ、成果２で学外教育（臨

地実習）の環境整備を行うことで両方を網羅した内容のものとしている。また、これら成果

をウズベキスタン全体の看護教育への浸透をめざし、成果３として看護教育及び看護医療専

門高校の統一卒業試験に対する提言を保健省に行う計画としている。

　併せ、同国の看護教育の素地づくりのために、本プロジェクトでは 54 医療専門高校の看

護教員を対象とした現地研修も予定されるなど、同国における「client-oriented nursing」の

着実な浸透に結びつくものと期待できる。

　ウズベキスタン側では看護教育の改善は既に着手されており、医療専門学校における教員

の再教育も実施されている。本プロジェクトでは、この改善のなかに新たに「client-oriented

nursing」に基づく看護という概念を導入することを目的としているが、その必要性は既にウ

ズベキスタン側関係者にも認められ、看護教育モデルの導入に必要な手順についてもウズベ

キスタン側関係者との協議を通じて確認されるなど、現時点でのコミットメントが高いこと

から満たされる可能性は高い。

（3）効率性

　本プロジェクトではウズベキスタン側の関係者とJICA専門家によるカリキュラム委員会

及び教材作成のための作業部会が中心となってカリキュラムの改訂及び教材の作成を行う。

メンバーにはカリキュラムの改訂を行う高等中等教育省も含まれており、効率的な作業が行

われる環境となっている。教員の再教育は短期専門家が集中して行う計画になっており、要

員配置の面でも効率性の高い計画となっている。

　また、無償資金協力で調達した看護教育機材が用いられることから、他プロジェクトとの

相乗効果も期待できる内容となっている。

（4）インパクト

　上位目標である「全国 54校の医療専門高校で「client-oriented nursing」に基づいた看護教

育が行われる」に関しては、モデル校である保健省立医療専門高校において「client-oriented

nursing」のコンセプト導入のための活動（カリキュラム、教材、看護教授法）が適切に行わ

れることにより、プロジェクト終了後３～５年以内には実現できることが見込まれる。さら

に、各対象には既に無償資金協力による看護教育機材の供与が実施されており、それとの相

乗効果が期待できる。

　この案件で看護教育の基礎を構築することにより、同様の仕組みで全国規模での看護教員

養成を広げていける可能性があり、保健省及びモデル校内に設置する看護教育センターがイ

ニシアティブをとって広げていくことが期待できる。また、カリキュラムや教材作成には医

科大学の教員の参加も計画しているほか、「client-oriented nursing」に基づく教員の再教育で

も医科大学の教員を対象に含めている。このことから、医療専門高校だけでなく、医科大学

でも「client-oriented nursing」の認知度が高まることが期待される。

　なお、本プロジェクトは看護教育の改善を目的とした活動内容から構成されており、環境

面や社会・文化面への悪影響が出る可能性は低い。



（5）自立発展性

　本案件は、「保健制度改革についての大統領令」に基づいた保健制度改革に位置づけられ

ており、国際潮流に沿った看護教育システムを導入することによる看護教育レベルのボトム

アップを図るものである。そのための政策・制度支援へのコミットメントは高い。

　本プロジェクトで作成された看護教育モデルは、ウズベキスタン側により全国医療専門高

校 54 校に普及される計画となっている。具体的には、ウズベキスタン側が独自に実施する

教員の再教育を担当する地方の５再教育センターがこのモデルを普及することとなる。

　普及を担当する機関が既に活動実績を有していることからも、本プロジェクト終了後もモ

デルの普及・改善に係る活動が継続される可能性は高いと判断される。

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮

　本プロジェクトが目標とする「client-oriented nursing」に基づく看護教育の改善は、すべての

国民に等しく寄与するものである。

　また、看護師の大半を女性が占めるウズベキスタンにおいて「client-oriented nursing」に基づ

く看護教育の導入は、「医師の補助」として位置づけられている看護師（女性）の地位向上につ

ながるものである。

　本プロジェクトの実施により、環境面での負のインパクトは特に想定されていない。

７．過去の類似案件からの教訓の活用

　ウズベキスタンには過去に看護アドバイザー、看護管理、看護教育の短期専門家が派遣され、

セミナー等を開催している。これら短期専門家の報告では、以下の点が指摘されている。

・ウズベキスタンの全体的な教育水準は高いが、（国際的な流れに沿った）看護学が確立して

いないため、活動は概念・理論の導入から行う必要がある。

・セミナーの内容はウズベキスタンの文化的、習慣的要素を取り込んだ内容のものとする。

　本プロジェクトでは、計画開始当初の２年間をウズベキスタン側と協同しての計画策定にあて、

当該国の現状に合わせた支援内容となるような計画立案体制をとっている。また、計画初年度か

ら「client-oriented nursing」の概念に係る研修を実施し、ウズベキスタン側関係者の理解を深め

たうえで看護教育モデルの導入を計画している。

８．今後の評価計画

　2005年３月ごろを目処に運営指導調査団を派遣予定：指標の具体化を図る。

　2007年３月ごろを目処に中間評価調査団を予定。

　2009年１月ごろに終了時調査団を予定。



－ 1－

第１章　第１回事前評価調査団の概要

１－１　調査団派遣の経緯と目的

（1）経　緯

　ウズベキスタン共和国（以下、「ウズベキスタン」と記す）は、1991 年に独立し、旧ソ連

と異なる医療改革を開始した。我が国は、1994 年から医療機材の無償資金協力を実施した

が、ウズベキスタンは 1998 年 11 月「保健制度改革についての大統領令」に基づき保健制度

改革を進め、その重点課題のひとつ、医療従事者教育の高度化として、1999 年から看護教育

制度改革が開始された。これは、同国が先進国の保健医療システムを分析した結果、専門的

訓練を受けた看護師が国民の医療に重要な役割を果たしていることが明らかとなったため、

世界的水準の看護を導入することにより看護の発展を促すことでその機能を十分に生かし、

国民への医療サービスの向上を図ろうとするものであり、そのための看護教育改革の必要性

を認めたことによる。

　この改革に基づいて同国の看護教育は、一般教育後の看護学校を３年制に統一、その後の

教育機関として３年制の看護学科を医学部に併設、2005年までに国内の看護学校のすべてが

カレッジ（職業高校）へ昇格する予定である。

　本改革過程のなかで、これまで看護教育及び看護管理の分野において短期専門家派遣にて

協力を実施していた我が国に対し、ウズベキスタンから看護教育及び看護管理に関する協力

が要請された。

（2）目　的

　本プロジェクトに係る要請内容、ウズベキスタンにおける保健医療及び看護教育の状況を

確認する。保健医療分野及び看護教育分野におけるこれまでの協力の成果と今後の看護教育

強化を踏まえたうえで、看護教育強化プロジェクトについて先方関係者と協議を行い、本プ

ロジェクトの協力内容の策定を行うべく、今般、第１回事前評価調査を実施するものである。

　

（3）調査内容

①　関連機関を訪問し、プロジェクト実施に必要な情報収集を行う。

②　看護教育分野でのJICA協力の成果につき確認し、プロジェクト活動への適応を検討する。

③　看護教育の課題について情報収集し、目標設定につきウズベキスタン側と検討する。

④　他ドナーの看護教育分野における協力方針について情報の収集を行う。また。他ドナー

の協力実績について確認し重複の回避、連携の可能性について協議する。

⑤　ウズベキスタンにおける看護教育改善について保健省等と協議を行い、枠組みを策定する。

⑥　保健省とプロジェクト範囲について協議を行い、協力の大枠を決定する。

⑦　⑥の協議結果を踏まえ、PCM ワークショップを開催し、PDM 案を取りまとめる。

⑧　PCMワークショップの結果を踏まえ、プロジェクトコンセプトについて先方関係機関と

協議する。

⑨　情報収集の分析を行い、評価５項目の観点から事前評価を実施し、事前評価を取りまと

める。
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１－２　調査団の構成

１－３　調査日程

調査期間：

2004 年１月４日（日）～１月 13日（火）（10 日間）：総括、看護教育、看護管理、地域保健、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協力計画

2004 年１月４日（日）～１月 21日（水）（18 日間）：参加型計画、通訳

担　当 氏　名 所　　　属

総　括 草間　朋子 大分看護科学大学　学長　　

看護教育 金　　順子 大分看護科学大学広域看護学講座国際看護学　教授

看護管理 浦田喜久子 日本赤十字社事業局看護部　部長

地域保健 櫻井　礼子 大分看護科学大学広域看護学講座保健管理学　助教授

協力計画 室井　真紀 国際協力機構医療協力部医療協力第一課　職員

参加型計画 村松　啓子 システム科学コンサルタンツ株式会社

通　訳 香取　潤　 日本国際協力センター

日 順 月日（曜）

１ １月 ４日（日）

15:45

２ １月 ５日（月）
16:35

09:30

３ １月 ６日（火）
15:05～ 17:10

17:30～ 18:00

18:30～ 18:45

09:50～ 10:15

10:45～ 13:00

４ １月 ７日（水） 14:20～ 18:00

（20 分のコーヒー

ブレイクを含む）

　　　　　　　業務内容

草間団長、浦田団員、櫻井団員、室井団員、村松団員、

香取団員出発

草間団長、浦田団員、櫻井団員、室井団員、村松団員、

香取団員ロンドン到着（JL401）

金団員ロンドン到着（KE907）（悪天候のためタシケント

行きフライトが遅れ、ロンドンに宿泊）

草間団長、浦田団員、櫻井団員、室井団員、村松団員、

香取団員、金団員タシケント着（HY202）

表敬、協議：看護協会及び保健省実務者レベル

（法令等に基づく看護教育分野の向上について）

表敬、協議：高等中等教育省

表敬、協議：保健省Khadjibaev第一次官

表敬、協議：保健省Nazirov保健大臣

視察：タシケント救急医療センター

PCMワークショップ開催（問題分析、目的分析）

（対象者：管理者、実施者レベル合同：40名参加）

宿　泊

ロンドン

タシケント

タシケント
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日 順 月日（曜）

09:45～ 10:15

10:20～ 12:00

（15 分のコーヒー

５ １月 ８日（木）
ブレイクを含む）

15:15～ 16:45

16:50～ 17:10

09:15～ 09:35

10:05～ 12:00

６ １月 ９日（金） 14:15～ 16:30

16:50～ 18:00

09:25

11:10

７ １月 10日（土） 12:30～ 13:25

13:35～ 14:30

17:15～ 18:40

11:00

８ １月 11日（日）
15:35

20:30～ 22:00

10:30～ 11:20

12:20～ 12:35

13:00～ 15:00

９ １月 12日 （月）
15:30～ 17:00

22:50

23:40

10 １月 13日（火）
10:00～ 12:00

14:00 ～ 18:00

11 １月14日（水） 09:30～ 14:00

12 １月 15日（木）
10:00

14:00

11:00

13 １月 16日 （金） 12:30

15:30

　　　　　　　業務内容

看護分野ニュースレターの取材対応

（草間団長、香取団員、室井団員）

PCM ワークショップ開催（１／７分の結果取りまとめ）

（対象者：１／７と同参加者に一部追加：49名参加）

ドナー会議開催（MOH、ADB、USAID、WHO、WB、

MASHAV）

看護分野ニュースレターの取材対応：続き

（草間団長、香取団員、室井団員）

在ウズベキスタン日本国大使館表敬

視察：保健省立医療専門学校（看護教育センター）

ミニッツ団内打合せ及び先方との打合せ

（保健省Siddikov対外経済協力局局長）

表敬、協議：保健省Akilov人材・科学・教育局局長

移動：タシケント→ブハラ（HY1321）

ブハラ着

ブハラ医療専門学校視察

ブハラ医科大学視察

SVP農村保健所（Romiton 郡 Tarnaut）視察

移動：ブハラ→ナマンガン→タシケント（HY1322）

（悪天候のためナマンガンに一時着地）

タシケント着

ミニッツ打合せ（保健省Siddikov対外経済協力局局長）

表敬、協議:閣僚会議保健担当バリソフ大臣

ミニッツ署名

リセプション

JICA ウズベキスタン事務所報告

草間団長、金団員、櫻井団員タシケント発（HY511） →

成田着（0:40）

浦田団員、室井団員タシケント発（HY531）→成田着

（19:00）

JICA事務所打合せ（村松団員、香取団員）

WHO情報収集

他ドナー情報収集（ADB、DfID）

保健省立医療専門学校

タシケント再教育訓練センター

保健省立医療専門学校

保健省Akilov局長とのミーティング

ZdravPlus / USAID情報収集

宿　泊

タシケント

タシケント

ブハラ

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント
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１－４　主要面談者

 〈ウズベキスタン側〉

（1）保健省

Mr. Ferus Gafurovich Nazirov, Minister of Health, MOH

Mr. Abdukhakim Khadjibaev, First Deputy of Minister of Health

Mr. Siddikov Abdunamon, Head of External Economic Activities Department of MOH

Mr. Farhad Akilov, Chief of Human Resources and Educational Institutions Department, MOH

Ms. Matluba Alimova, Head of Education Department of MOH

Ms. Salima Nazarova, Main specialist of Education Department of MOH

Ms. Rikhsi Salikhojaeva, Chief Specialist of the MOH

（2）高等中等教育省

Dr. Said Akhror Gulyamov, Minister of Higher and Secondary Specialized Education, the Ministry

of Higher and Secondary Specialized Education (MHSSE)

Mr. Dilmurod Rasulev, Chief of External Economic Department of MHSSE

（3）保健省立医療専門高校

Ms. Mavluda Ziyaeva, Director of First Republican College

Ms. Kamola Zakirova, Deputy Director on Education, First Republican College

Ms. Khabiba Imamova, Deputy Director on Nursing Practice, First Republican College

Ms. Iliya Primbetova, Methodologist, First Republican College

（4）タシケント救急医療センター

Ms. Elena Borisova, Chief Doctor of Republic Emergency Care Center

日 順 月日（曜）

14 １月 17日 （土）
10:00

12:30

15 １月 18日 （日）

10:00

16 １月 19日 （月）
12:00

14:00

16:00

10:00

17 １月 20日 （火）
15:00

17:00

18:30

18 １月 21日 （水）
08:25

　　　　　　　業務内容

保健省看護担当者Salikhojaeva氏とのミーティング

保健省Akilov局長とのミーティング

情報整理

WB‘Health’プロジェクト情報収集

アクンババエフ医療専門高校

Euro Aid (TACIS)

保健省Akilov局長とのミーティング

第二医科大学情報収集（TashMⅠ -Ⅱ）

保健省立医療専門学校

JICA ウズベキスタン事務所報告

保健省関係者とのミーティング

村松団員、香取団員タシケント 発（HY527） →

成田着（19:55）

宿　泊

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント
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Ms. Farida Zuhurova, Head nurse of Republic Emergency Care Center

Ms. Nina Salamatkina, Main nurse in nursing block of Republic Emergency Care Center

（5）ブハラ医療専門高校

Mr. Khalil Jumaev, the Deputy Director of Bukhara Medical College

Ms. Sayera Shamsutdinova, teacher

Ms. Shakhribonu Oripova, teacher

Mr. Fayzullo Muradov, teacher

Ms. Rano Jumaeva, methodologist

Ms. Mukhiba Babajanova, teacher

Ms. Shakhodat Makhmudova, teacher

Ms. Dilorom Mukhamadieva, teacher

Ms. Olima Vasieva, teacher

Ms. Zamira Sharipova, teacher

Ms. Raisa Korieva, teacher

Ms. Dilfuza Khodjakulova, teacher

Mr. Bakhritdin Ziyaddullaev, teacher

Ms. Dilorom Sadirova, teacher

Ms. Mukharam Islomova, teacher

（6）ブハラ医科大学

Dr. Bakhtier Khidoyatov, Deputy Rector of Bukhara State Medical Institute

Dr. Nuritdin Vakhidov, Dean of Nursing Faculty

Dr. Shukhrat Teshaev, Dean of Treatment Faculty

Dr. Farkhad Boltaev, Director of Bukhara Nursing Re-training School

Ms. Inga Sharapova, Student of Nursing Faculty

Ms. Nurlana Ibragimova, Student of Nursing Faculty

Ms. Nadira Baratova, Student of Nursing Faculty

Ms. Shakhlo Sharipova, Student of Nursing Faculty

（7）ブハラ州 Romiton 郡（Oblast）

Dr. Phayzi Panoev, Deputy Chief Doctor of Romiton Central Rayon Hospital

Dr. Dilbar Mirzaeva, Chief Doctor of “Tarnaut” (Primary Health Care Facility (SVP)

Ms. Nadiya Bozorova, Chief Nurse of SVP

Ms. Dilbar Sherova, Nurse of SVP

Ms. Khafiza Sharapova, Nurse of SVP

Ms. Nafisa Lutfullaeva, Nurse of SVP

Ms. Dilfuza Khamidova, Nurse of SVP

Ms. Mukhabat Mukhamedova, Nurse of SVP



－ 6－

 〈ドナー機関〉

Mr. Arun Nanda, Head of World Health Organization (WHO) Uzbekistan office

Mr. Zokir Khodjaev, Liaison Officer, WHO Uzbekistan office

Ms. Silvia Aman-Feichter, Technical advisor, WHO Uzbekistan office

Ms. Dilnara Isamiddinova, Human Development Operational Officer, World Bank (WB) country office

in Uzbekistan

Mr. Farkhad Fuzaylov, Coordinator of World Bank“Health” Project

Ms. Jennifer Farrel, ZdravPlus / USAID funded, Country manager

Ms. Zulfia Karimova, Program officer, Asian Development Bank (ADB) country office in Uzbekistan

Mr. Sergey Gonchar, MASHAV Program officer

Mr. Abdukahhor Makhkamov, Head of MASHAV Consulting Center in Tashkent

Mr. Alisher Ishanov, Health Specialist, U.S. Agency for International Development (USAID)

Uzbekistan country office

 〈日本側〉

林　　朋幸 　在ウズベキスタン日本国大使館　三等書記官

柳沢　香枝 　JICA ウズベキスタン事務所　 所　長

浅見　栄治 　JICA ウズベキスタン事務所　 所　員

Dr. Rano Sabitova 　JICA ウズベキスタン事務所　在外専門調整員

林　　幸代 　青年海外協力隊員（看護師）

岩本　しのぶ 　青年海外協力隊員（看護師）

小池　教枝 　青年海外協力隊員（看護師）

松本　佐知子 　青年海外協力隊員（助産師）

１－５　調査・協議の経緯と概略

１月６日（火）15:05 ～ 17:10　保健省教育担当者（Alimova 氏）及び保健省看護担当者兼看護

協会会長（Salikhojaeva 氏）との打合せ

　草間団長から本調査団の目的及び要旨について述べたあと、Alimova氏より３年前からJICAに

よる看護教育分野協力が継続してなされており、本プロジェクト内容についても昨年からウズベ

キスタン側で議論されていること、無償資金協力による看護教育用機材が今年３月から各大学と

医療高校・専門学校に配布されることについて説明があった。

　併せて、Alimova 氏から下記の項目ごとに看護教育の現状について説明がなされた。

看護教育の法的根拠とそのシステム：「教育法」に基づく1998年の「人材養成国家プログラム」

及び「保健改革プログラム」にのっとり、看護教育改善が段階的に実施されている。看護職は

９年間の初等教育後に入学する中等教育施設（医療高校・専門学校 54 校の看護科コース。こ

れまで 53 校と報告されていたが、更に１校増加していた）と、その後に入学できる高等教育

（大学看護学科６校）にて教育がなされたあと、学業修了書があれば医療機関で働くことがで

きるシステムとなっている。　　

医療高校・専門学校の設置学科：９つの学科〔助産師、看護師、準医師（フェリシェ）、防疫衛

生士、臨床検査技師、歯科技工士、歯科衛生士、準薬剤師、臨床工学士〕が設置可能であり、
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通常１校にこのうちの３～４学科が設置されている。

学校数、学生定員数の決定：マクロ経済に基づく 2009 年までの需要予測がされていること（し

かし、保健省は1995年度分までの情報しか持ち合わせていない）、目標値として医師：看護師・

防疫衛生士＝１：６が大統領令で定められている。現時点では同目標値が１：3.5 にとどまり

未達成にある。

医療高校・専門学校の看護科卒業試験及び国家試験の有無：各学校にて国家試験に代わる学業終

了試験が実施されている。試験内容は、筆記試験と口頭試問により構成され各学校ともほぼ同

じ内容。しかし、試験実施日は各学校により異なる。

看護学生の卒後の進路：医療高校・専門学校の看護科卒業生は主に農村診療所（SVP）、町診療所

（GVP）、病院に就職する。大学の看護科卒業生は、医療高校・専門学校及び大学の看護学科の

教員、大病院の上級看護師：麻酔、蘇生、手術（全体の約 40％）となっている。

　以上の説明のあと、JICA に今後期待する協力内容について下記のとおり述べられた。医療高

校・専門学校レベルでは、既に試験的に実施されているカリキュラムの編成を継続して実施して

ほしい。大学レベルでは、看護教員の養成（現在の医師による教育ではなく、新しい看護教授法

を確立して看護師による教育の確立）を支援してほしい。なお、機材・施設整備は日本の無償資

金協力及びスペインからの協力により既に充実されている。また、現在、看護職の修士課程〔「家

族看護（Universal nurse）」ともよばれている〕の設置も検討中であること、国家プログラムであ

る「看護業務スタンダード」、「看護ケアスタンダード」の大掛かりな法令変更の動きがあること

が述べられた。そのため、看護職とは何かといった位置づけの面で JICAの協力がほしいとの意

見もなされた。

17:30 ～ 18:00　高等中等教育省大臣Gulyamov 氏表敬

　Gulyamov氏から、医療高校・専門学校の教育長（校長）は、高等中等教育省所管であるが、そ

れらの学校の教員養成は保健省所管であることが述べられ、これら教育機関のカリキュラム変更

が必要となった場合には、保健省から高等中等教育省に対し書類の提出があったあとで高等中等

教育省が承認する形となっていることの説明があった。

　草間団長からは、日本も同じく文部科学省（高等中等教育省に相当）の厳しい審査を経て看護

教育の質を保っていることを例にあげ、ウズベキスタンにおける看護教育の質の向上のためには、

保健省と高等中等教育省の連携が非常に重要であり、高等中等教育省からも本プロジェクトに対

し協力頂けるようにと依頼した。これに対しGulyamov氏からは、カリキュラム・基準の変更、看

護教育理論（⇔実践）の部分の変更が必要となれば、同省も協力できる旨回答があった。

　ミニッツのオブザーバーとして同省のサインをお願いしたところ、Gulyamov氏からRasulev国

際局長がサインするとの回答があった。

18:30 ～ 18:45　保健省第一次官 Khadjibaev 氏表敬

　Khadjibaev氏から、看護教育改善において浦田団員の短期専門家としての協力と日本での研修

受入事業について感謝が述べられるとともに、ウズベキスタン側においてプロジェクトを生み出

す組織ができているので（例えば、JOCVが配属されているタシケント救急医療センターなど）是

非見てほしいとのコメントがあった。

　草間団長から、ここまでの先方関係者の表敬・協議の結果として、既に看護教育の問題がかな
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り整理されていることに驚くとともに、ウズベキスタンの看護教育が短期間で改善・発展するの

ではとの感触をもったことが述べられた。本プロジェクトは、「看護のinnovation」のために、ウ

ズベキスタン側の状況に合った内容でJICAがシステマティックにお手伝いすることを目的とし

ていることを説明し、そのためにはまず医師でなく看護師による看護教育が実施されることが必

要であるため、この方向で協力したい旨述べた。これに対し、Khadjibaev氏からは、草間団長の

意見に賛同すること、今後の調査旅程では資料ではなく現状（医師－看護師の関係）を見たうえ

で将来に有益な提言がなされることを期待するとの回答があった。併せて、これまでウズベキス

タンにおいては、看護職は医師の助手としての位置づけであり、医師の仕事の一部を担うことに

徹していたが、他国では医師と看護師が対等な立場でパートナーとして活動していることを理解

しており、このようなあり方が現代のニーズに答えるものと思われるので、段階的にではあるが

導入していきたい意向にあることが述べられた。Khadjibaev氏自身も日本の研修に参加した経験

があることを踏まえ、日本の行政・教育システムをそのままコピーすることは難しいがprinciple

は変わることがないとも述べられた。

　草間団長からは、看護職は命を預かる職業であることから、看護師の業務の明確化など制度的

な整備もきちんとする必要があり、保健省が主導するかたちで実施してほしいと依頼した。また、

先端医療だけでなく1978年のWHOのアルマティ宣言にもあるようにプライマリー・ヘルス・ケ

ア（PHC）の場においても医師－看護師の平等な関係を保つ必要がある、と述べた。

１月７日（水）9:50 ～ 10:15　保健省大臣Nazirov 氏表敬

　Nazirov 氏から、看護教育分野は段階的に改善する必要のある重要な分野であることを認識し

ていること、現在、ウズベキスタンでは看護教育に修士課程の導入など新たな試みがなされてい

ること、これまでの generalist を養成する方向から一部転換して大学レベルにおいては看護職の

専門化（手術、麻酔、蘇生）を進めていること、などが述べられた。また、これまで日本で研修

を受けて帰った者には、mentalityを変えて帰ってくるものが多いのでもっと推進してほしいと考

えているが、限られた人数枠でもあるので今後協議したいとのコメントがなされた。日本の看護

師の多くが女性であることはウズベキスタンの現状に似ていることからも、多くの仕組みは受け

入れやすいもの（すべては難しくとも）であり、新しい人材を日本に送り、患者への接しかたな

どを学んでほしいと考えているとの意見もあった。

　草間団長から、看護師による看護教育の重要性が述べられ、今回 JICAがその枠組みの手伝い

をすることを伝えると、Nazirov 氏からは、医師による医師教育、看護師による看護師教育の教

育形態が当然であり、医師による看護師教育は矛盾が生じていることは疑いないと述べた。これ

まで看護師は高等教育（大学）の入学資格がなかったため教員になるといったアイデアはなかっ

たが、今後は看護師が「自立的に」仕事をすることを望んでいるとも述べられた。

10:45 ～ 13:00　タシケント救急医療センター視察（主に ICU）

　JOCVの林幸代隊員（看護師、タシケント救急医療センター配属）、小池教枝隊員（看護師）、岩

本しのぶ隊員（看護師）、松本佐知子隊員（助産師）も面会した。Borisova医師長から同センター

の概要説明がなされた。Zuhurova総看護師長から、看護記録に関しては看護記録委員会が設置さ

れ、看護記録の研修（上級看護師：看護婦長を対象）も実施されているとのことであった。
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14:20 ～ 18:00　PCMワークショップ開催（管理者、実施者レベル：40名合同で開催）

　問題分析を実施。

１月８日（木）10:20～12:00　PCMワークショップ開催（管理者、実施者レベル：49名合同で

開催、一部１／ 7 PCMワークショップ参加者と同じ）

　目的分析を実施。

15:15 ～ 16:45　ドナー会議（MOH、ADB、USAID、WHO、WB、MASHAV）

　草間団長から本プロジェクトの目的と大枠（ウズベキスタン側から提出された要請書を基に）

について説明したあと（詳細内容は英文資料として配布）、各ドナーから看護に関する活動につ

いて説明を受けた。詳細の報告はプロジェクト・ドキュメントに記載。

ADB：（担当者が不在のため、代理人が出席し報告を行った）看護教育システム改善のための

Grant preparation projectを現在検討中である。看護教育を現行の３年制から４年制に変更する

こと、理論中心よりも実践中心とすることを提言している。同報告書は１月末に出される予定

とのこと（後日のコンタクトにより、本件は提言のみを主体としており、具体的な活動の実施・

介入は 2010 年ごろになるだろうとの情報を得ている）。

WB：「Health Ⅰ Project」の一環として、ナボイ州、タシケント州、フェルガナ州の現役看護師を

対象とした６週間の研修を実施している。研修内容は、communication skill と nursing diagnosis

の構成となっている。

USAID（MASHAV）：現役 community nurse を対象とした研修を実施。研修の一環としてイスラ

エルへ研修生を派遣している。看護師のコンセプトには、WHOスタンダードを用いている。

WHO：特にプロジェクトは実施していない。

１月９日（金）9:15 ～ 9:35　在ウズベキスタン日本国大使館表敬（林 朋幸 三等書記官）

　草間団長から、これまでの先方表敬・協議の結果、先方の意欲の高さを感じとったと所感を述

べた。これに対し、林書記官からは、本件を優良案件としてバックアップしたいこと、看護師と

しての職種を確立し、看護師の低賃金／地位にある現状を改善して若い人たちが将来活躍できる

ようなシステム確立に協力できることを期待していることが述べられた。

10:05 ～ 12:00　保健省立医療専門学校視察（看護教育センター）

　保健省立医療専門学校Mavluda校長（心臓専門医師）から、学校説明があった。概要は下記の

とおり。

　1985年、中央アジア医療小児研究所病院を母体として、その病院で働く看護師120名の養成を

行うことを目的として開校。1991 年に現保健省立医療専門学校に変更された。現在は、３学年

４学科（看護、助産、準薬剤、歯科衛生士）から成る合計 2,400 の学生数を有する医療専門学校

である。看護学生１学年約360名に対し、看護学科の教員は25名で、そのうち看護学を教えてい

る教員は12名（うち４名が看護大学卒）である。入学試験は実施されておらず、定員枠に対し希

望者が多い場合に、学校長の判断によって筆記試験（２教科：生物学、化学）と面接試験を課し

てよいことになっている。

　なお、視察の際には、冬休みのため学生との意見交換などはもてなかった。
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14:15 ～ 16:30　ミニッツ内容確認（日本人関係者）と先方説明（保健省対外経済協力局局長

Siddikov 氏）

16:50 ～ 18:00　保健省人材・科学・教育局局長 Akilov 氏表敬

　Akilov氏から、本プロジェクトは保健省として全面的に協力することを確約したいこと、保健

省組織内の指令系統がしっかりしているのでプロジェクトはうまくいくと思うと述べられた。各

項目について下記のとおりコメントがなされた。

ADB看護教育改革のプロポーザル（看護教育期間の延長）について：看護教育期間（３年間）は

短いと指摘されている。今後の変革についてはまだ具体的な動きはない。法改正にかかわる内

容であるので、まだ時間がかかると思われる。

今後の本邦研修について：日本で現場の仕事を実際に行うことで学びとするような研修内容と

し、研修生の多くが家族や子どもを抱えている状況を考慮すれば、研修期間は６か月ではなく

４か月間が妥当と思われる。

看護教育センター（プロジェクト拠点）：内容を具体化し、ウズベキスタン側と JICA 側の責任

（電話線、電気・水道、配置機材など）を明確にする必要がある。また、それぞれの役割と活

動をタイムテーブル上で協議する必要がある→草間団長から、３月に予定されている第２回事

前評価調査で責任を確定し、同センターを６月に開始したいと回答。

C ／ P の配置（草間団長から提案）：３月に予定されている第２回事前評価調査団前に人選の基

準をJICA側から提示させてほしい。その基準にのっとった人材を第２回事前評価調査中に確

定することとしたい→ Akilov 氏了解。

卒後教育：法的・制度的にまだできていない状況。専門性をもたずに看護職が現場に配置される

ことが問題と認識している。

１月 10 日（土）9:25 ～ 11:10　タシケントからブハラへ移動　

12:30 ～ 13:25　ブハラ医療専門学校視察

　Jumaev 副校長から学校概要につき下記のとおり説明があった。

　1932年開校。これまでに全学科（３学年５学科：看護、助産、準薬剤、防疫衛生士、臨床検査

技師）合わせて５万人の卒業生を輩出している。学校としての学生受入能力数は1,500名である

が、保健省からの指示に従い現在3,000名の学生を受け入れている。看護学科には10名の教員が

配属され、そのうち３名が大学看護学科の卒業生である（学生 25 名／１クラス）。

13:35 ～ 14:40　ブハラ医科大学

　Khidoyatov 副学長（教務担当）から学校概要の説明を下記のとおり受けた。

　1990年４学部（医学、歯学、医療教育、看護）から成る大学として開校。現在1,600名の学生

が学び、うち看護学生は80～ 90名。これまでに卒業生を２回輩出（18名）しており、多くが医

療高校・専門学校の教員となっている。看護学科の構成は、外科、助産、看護管理、麻酔・蘇生

の４専門分野から成っている。講義：実習の割合は、１：９。医療高校・専門学校看護学科の卒

業生も入学が可能。

　また、医学教育用の書籍約 9,000 万冊がアジア文化振興会（Ins t i tu te  As ian  Cul tu re  and
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Development：IACD）から贈与されていた。

　看護学科学生４名（１年生）と意見交換。

17:15 ～ 18:40　Romiton 郡 Tarnaut　SVP視察

　670世帯（3,000人）の集落を対象としたSVP。まだ建設されて新しい（一昨年ほど前に完成）

施設である。医師２名、看護師３名、助産師１名、臨床検査技師１名、outreach nurse １名から

成る。ワクチンはUNICEFからのものが入っていたが、注射針、コットン、ガーゼなどの消耗品

は、数が少ないような印象を受けた。また、看護師によるケアの実施記録もとっていたが、クラ

イエントの名前、年齢、医師の指示に基づく処置内容だけが記されたものであった。

１月 11日（日）11:00 ～ 15:35　ブハラからタシケントへ移動

１月 12日（月）10:30 ～ 11:20　閣僚会議保健担当大臣Vladislav 氏表敬

　Vladislav氏から、これまで看護職は独特の問題（医師の補助）から独特の発展をしてきた（地

方における医師数の減少を補う位置づけ）状況にあり、現在はこれまでの森短期専門家の成果が

出つつあるときにあると述べられた。いままで看護教育改善のプライオリティーはそれほど高く

認識されていなかったが、今後のプロジェクトで立ち上げることになる「看護教育センター」は、

効果が出ると信じていること、看護教育にあたる人材は、看護の教育・現場を熟知したものが行

うべきであり、これが最も現実的なものと考えていると述べ、ここ２年ほどで大学看護学科卒業

生が医療高校・専門学校の教員にあたるようになり、これらがうまくいっているとの報告も受け

ているとのことであった。

　また、Vladislav氏からの今回の調査結果としての提言などをお伺いしたいとの依頼に対し、草

間団長から、訪問先の感想を述べたあとに、看護教育改善のためには行政の協力が不可欠である

こと、特に法的な整備、看護師のステータスの確保、卒業生のクライテリアの確立のために閣僚

会議の協力をお願いしたいと回答した。これに対し、Vladislav氏からは、看護教育改善には保健

省と高等中等教育省がかかわってくることになるため、これら両省をうまくつなぎ合わせる機能

を閣僚会議が担いたい旨回答があった。

　また、Vladislav氏から、ウズベキスタンの医療高校・専門学校（看護学科）の卒業生問題とし

て30％が医療職、70％は無職あるいは他職についてしまう現状があり、入学数と卒業数の需給バ

ランスをきちんと把握するための協力もJICAにお願いしたとの依頼があった。これに対して草

間団長からは、これまでの調査で2009年までの需給バランスの表ができているとの情報を得てい

ることから、これらをコンサルタントの村松団員に残る期間中に追加調査してもらう予定と回答

した。

12 : 20 ～ 12 : 35　ミニッツ署名（主要な出席者：保健省大臣 Naz i r o v 氏、保健省第一次官

Khadjibaev氏、保健省人材・科学・教育局局長Akilov氏、対外経済協力局局長Siddikov 氏、保

健省教育担当者Alimova氏、 保健省看護担当者Salikhojaeva氏）

13:00～ 15:00　リセプション（主要な出席者：保健省第一次官Khadjibaev氏、保健省人材・科

学・教育局局長Akilov氏、対外経済協力局局長Siddikov氏、保健省教育担当者 Alimova氏、 保
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健省看護担当者Salikhojaeva 氏）

15:30 ～ 17:00　JICA ウズベキスタン事務所報告

　草間団長から、これまでの協力の積み上げがあることを実感し、今後のプロジェクト協力が実

施しやすいと感じていること、また先方の「物がほしい」ということでなく、「知識」がほしい

という熱意と姿勢ついて所感を述べたあと、今後の活動について所長と意見交換を行った。
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第２章　調査・協議結果

２－１　総　括

　今回の調査の主な目的は、2004年４月から開始するウズベキスタンにおける「看護教育改善プ

ロジェクト」の方向性を検討することである。

　ウズベキスタンに対する日本からの看護に関連した援助は、看護教育、看護管理の分野で既に

個別に実施されており、その成果の一端として、行政関係者、教育関係者、看護の実践現場の医

療関係者の間に、自律して「client-oriented nursing」のサービスを提供できる看護職を養成する

ことの必要性が認識され、このためには看護教育の改善が重要な課題であることが十分理解され

ている。

　ウズベキスタン側の今回のプロジェクトに対する期待は大きく、プロジェクトが進めやすい状

況にあり、日本側から効果的な支援の手を差しのべることにより、改善は加速度的に進むものと

思われる。したがって、今回のプロジェクトは、ウズベキスタンの看護及び看護教育の改善に

とって極めて時宜を得たものであろう。　　　　

　看護教育の改善に際しては、ウズベキスタンの、①医療・保健システムにおける看護職の位置

づけ、②教育制度、③看護教育、看護実践現場の現状と問題点、④文化的、社会的背景、⑤他ド

ナーの支援の状況などを十分考慮したうえで、段階的に進めていく必要がある。

　調査期間中に、看護教育の現場、看護の実践現場の意見を聴取するために、救急病院、医科大

学看護学科、専門学校、SVPなどの医療・保健施設を訪問すると同時に、看護教育の関係者、病

院の看護師、JOCVが参加したワークショップを開催した。

　訪問先の関係者、ワークショップの参加者からは、現在の看護教育に対する問題点として、

①看護を医療の補助、すなわち医師の助手として位置づけたカリキュラムである、②教育時間が

十分でない、③教育・演習のための器材が不足している、④教育手法が適切ではない、⑤看護の

教育のほとんどを医師が担当している、⑥教育現場と実践現場との連携が十分でない、⑦施設で

の実習教育が適切ではない、⑧初等・中等教育の期間が短いなどが指摘された。ウズベキスタン

側からあげられた問題点は、日本側が想定していた改善の方向性とほとんど同じであり、さらに、

関係者の看護教育改善に対する意欲と要望が極めて大きいことを考えると、改善は進めやすい状

況であると思われる。教育現場、実践現場の看護職者がこのような問題意識をもち、改革への強

い意欲をもつようになったのも、現在までに、日本から派遣された看護教育、看護管理分野の専

門家の情熱的かつ積極的なかかわりの結果と、研修員の成果が全国的に波及している結果であろ

うと思われる。

　問題点としてあげられた事項のなかで、ウズベキスタン側の法令的、制度的な改革を必要とす

るもの（例えば教育年数に関するもの）ついては、プロジェクトを推進する過程で、必要に応じ

て行政等に助言していくことも必要となろう。

　今回の事前調査の結果を総合的に判断して、本プロジェクトでは、具体的に、

　①　専門学校、看護大学のカリキュラムを改善する

　②　教育に必要な備品を整える

　③　教育手法を開発する

　④　実習施設の看護の改善を図る

　⑤　看護教員の質向上を図る
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こととし、専門学校、看護大学の教員を対象にした、Trainer's training を通して、これらを解決

していくことが、もっとも効率的で効果的な方法であるとの結論に達した。

　このための具体的な手段として、

　①　看護教育センターの設置

　②　看護の専門家（長期及び短期）の派遣

　③　看護職者、教育者の日本における研修

を実施することとする。

　看護教育センターは、本プロジェクトの拠点施設であり、長期派遣の専門家の活動拠点でもあ

り、プロジェクトの顔ともなる施設であるので、教育センターの機能・運営については慎重に検

討し、決定する必要がある。

　長期派遣の専門家には、円滑なプロジェクトの推進のために、ウズベキスタンの関連機関との

調整を図る機能ももってもらう。適切な人材を選択することができるか否かが、プロジェクトの

成否の鍵を握るといっても過言ではない。

　短期専門家としては、看護教育学、基礎看護学、成人・老人看護学、母子看護学、地域看護学、

看護管理学の専門家の派遣が適切であると考えている。短期専門家には、専門学校及び看護大学

の教員の教育、実習施設の実習指導者（看護職者）の教育・研修も依頼する予定である。派遣の

時期、領域ごとの派遣の順序性等については、国内支援委員会、派遣専門家を交えて相談する必

要がある。

　ウズベキスタン側の専門家の日本での研修は、看護系大学、専門学校などで行うこととし、実

習も含めた研修を行うことが望ましい。将来、教育現場、実習現場等でリーダーシップをとれる

人材を選択することが重要である。長期専門家が、人材の選択、研修終了後のフォローなどの機

能を果たすものと期待される。

　様々な情報・知識・技術等が不足しているウズベキスタンの看護界にとって、本プロジェクト

により、「看護職の手による看護教育」が一日も早く実現し、自律した看護職が育成され、充実

した看護サービスを提供できる日が一日も早く訪れることを期待している。

２－２　看護教育の視点から

Nursing Education in Uzbekistan, Issues and Challenges

Ⅰ．Introduction

　At the Second WHO Ministerial Conference on June 17, 2000, in Munich, the Ministers of Health

of the Member States in the European Region of World Health Organization, declared that; nurses

and midwives have key and increasingly important roles to play in society's efforts to tackle the

public health challenges of our time, as well as in ensuring the provision of high-quality, accessible,

equitable, efficient and sensitive health services which ensure continuity of care and address people's

right and changing needs.

　The Ministers urged that all relevant authorities in WHO's European Region to set up their action

to strengthen nursing and midwifery by designating 8 (Munich Declaration, 2000) action plans and

they accepted that commitment and serious efforts towards strengthening nursing and midwifery in

their own countries should be supported by; developing comprehensive workforce planning strategies to
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ensure adequate number of well educated nurses and midwives; ensuring that the necessary legislative

and regulatory frameworks are in place at all levels of the health system; enabling nurses and midwives to

work efficiently and effectively and to their full potential, both as independent and as interdependent

professionals.

　They pledged to work in partnership with all relevant ministries and bodies, statutory and non-governmental,

nationally and internationally to realize the aspirations of the Declaration. As the Member State of WHO

European Region, Uzbekistan government had taken initiatives in the implementation of the action plans

inherent in the Munich Declaration.

　By the Decree of the President of the Republic of Uzbekistan, 'Health Sector Reform Program

(1998-2005)' had launched. 'National Program for Human Resources Development' for health care

personnel is adopted as one of the three prime aims of Health Sector Reform Program. Japanese

Government, upon the request from the Republic of Uzbekistan had been involved in the aid for the

development of the Master Plan for the 'Health Sector Reform Program (1998-2005)'. For preliminary

surveys and for consultations as well as for more specific data gathering, short-term specialists of

education and nursing had been dispatched from Japan since January, 2001 (Mori) thru November,

2003.

　Resultant to the consultations and recommendations by the specialist teams, Nursing Education

Improvement Project in the Republic of Uzbekistan has developed by Japan International Cooperation

Agency. As a member of specialist team, field visits to the Ministry of Public Health, Ministry of

Secondary and Higher Education, Health Care Settings; both clinical and community and Educational

Institutions of Nursing in the higher-education level and vocational level in Tashkent and Bukhara

were made, January 6-12, 2004.

Ⅱ．Brief Overview of Nursing Education in Uzbekistan

　The nurse manpower demand in Uzbekistan is assumed by ratio of 3.5 nurses per physician, and in

2001 (Mori, 2001, p 44), 244,600 are registered as mid-level health manpower, and around150,000

are estimated to be nurses. According to their achievements in the periodic examinations, carried out

once every 3 to 5 years, nurses are classified into1-3 level, and remuneration scale is developed

based on the classification.

　In the old educational system, nursing schools 'Uchilishe' ran two difference courses; 3-4 -year

course for the graduates of 9-year compulsory education and, two-year course for the graduates of

additional 2-high school (11 years; 9 + 2 year high school). The eligibility for further studies in the

higher level-education i.e. study of medicine in Medical Institutes were granted. In 1999, laws and

the administrative ordinances of education have adopted and, for the implementation, 'National Program

for Human Resources Development' had developed, which specifies the 'Urchilishe' to be integrated

into Medical Colleges. By this transition, the entry requirement and curriculum of nursing education

is standardized to 3-year vocational high school and the requirement of entry to 9-year compulsory

basic education. The 54 Medical Colleges offer 9 (-10, including prevention, Morii, 2001, p46) courses of

study of mid-level health workforce; nursing, midwifery. 'feldsher' (primary physician), pharmacist-assistant,

dental technician, dental-assistant, laboratory technician, orthopedic technician, and sanitarian. Re-
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vised standardized curriculum for nursing education had been implemented by September 2002.

　In 1999, 6 Medical Institutes began to offer the 3-year, post-basic baccalaureate program of nurs-

ing and, in 2002 (120) and 2003 (135), 255 nurses with BSN degree have graduated. The programs of

study the Medical Institutes offer are post-basic courses in specialty nursing; i.e. surgical, operating

room, intensive care unit and midwifery. Among the 255 BSN prepared nurses, 60％ are appointed to

faculty positions at Medical Colleges and 40％ to administrative and managerial positions in general

hospitals.

　Republic of Uzbekistan develop Master's program in nursing and/or allied health by 2007 (mid-term

target) for the development of qualification of nursing faculty. And, in 2004, Nursing Education

Center is established at the MOH Medical College in Tashkent aiming at the refresher training for

nurse-educators and nurse-managers responsible for nursing education of Uzbekistan. For the participants,

appropriate credits for the development of their career are granted.

　Post-graduate studies in nursing management is due open in 2004. Tashkent Medical Institute II

offers Master of Public Health (MPH) course for nursing leaders. President of Uzbekistan Nurses

Association is the only one who has successfully achieved the post-graduate studies and achieved

MPH so far.

Ⅲ．Issues and Challenges of Nursing Education in Uzbekistan

　For 'Nursing Education Improvement Project, JICA', aims are set by consensus; (Overall Goal);

Develop nursing system; autonomous and collaborative, and specified the objectives (Project Goal);

To innovate nursing education.

　In order to finalize the specific objectives of the Project, to provide basis for the Action Plans and

for relevant criteria for the interim as well as final outcome measurement, Issues of Nursing Education

were specified as follows;

1. Concept of nursing and the role of nurses　

　Nursing is perceived and conceptualized an illness-oriented, patient-oriented vocation by Government

officials, physicians, medical students and even by nurses themselves. Nursing needs to challenge

for the change on the concepts of nursing from the illness-oriented to health-oriented, patient-oriented to

client-oriented and a vocation to a profession

　Role of the nurse are understood physician-assistant in nature performing physician-delegated functions

at therapeutic institutions; emergency care setting, general hospitals and rural health centers.  Nurses

need to challenge their roles in health care system an autonomous professionals in nature, collaborating

with other human resources of health care as partners in a health care team.

2. Curriculum of nursing

　Curriculum of nursing education is standardized nationwide to vocational education at Medical

Colleges which is of high-school level, the entry requirement to 9-year compulsory education.

　Nursing faculty as well as Medical Colleges to challenge on the development of curriculum of

nursing education based on health-oriented, client-oriented nursing model with due consideration on
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key-roles of nurses; autonomous and collaborative care of individuals of all ages, families, groups

and communities, sick or well and in all settings. Nursing includes the promotion of health, prevention of

illness, and the care of the ill and disabled and the dying, advocacy, promotion of a safe environment,

research, participate in shaping health policies and in patient and health system management, and

education.

3. Qualification of Nursing Faculty

　Most of the faculty positions in Medical Colleges are monopolized by physicians. Nursing faculty,

general and specialized, are to be appointed to appropriate positions.

　Faculty of nursing to challenge promote self qualifications to EU level, acquire skills and methodologies

of teaching nursing in the class-rooms as well as in the nursing practice settings; clinical and community.

4. Textbooks of nursing

　Textbooks of nursing studies in the language of the country are scarce.

　Nursing faculty challenge in the development of textbooks, of fundamentals of nursing and specialty

nursing, in the language of the country, based on health-oriented, client-oriented frame of references

and contemporary theories of nursing.

5. Teaching facilities and milieu;

　Locus, space and facilities for learning to integrate nursing theory and practice in the few Nursing

Education Institutions visited; one in Tashkent and two in Bukhara, were not appropriate.

　Nursing faculty is to challenge for the allocation of appropriate locus and space for nursing arts

laboratory, and to equip with necessary facilities, instruments, utensils and supplies, and to develop

with technical proficiency in the use of the equipment.

　Nurse-managers at clinical and community health settings challenge improvement of teaching

environment; by equipping with essential and appropriate facilities, utensils, instrument and supplies to

provide care for the clients of nursing service efficiently, and by securing adequate space for clini-

cal/community health conferences with nursing students in a small-group basis on the spot.

6. Nursing education system

　Basic nursing education is one of the 9 vocational education programs, programmed by the standardized

curricula in the 54 educational institutions; 'Medical College' nationwide.

　Baccalaureate degree programs are offered by higher education institutes; Medical Institutes, post-basic

in nature.

　Nurses of Uzbekistan challenge innovation of nursing education system to European (international)

standard; the entry requirement of general education for nursing education is promoted to high-school

level (12 years; international, minimum 10 years).

7. Nurses Organization

　The National Association of Mid-level Medical and Pharmaceutical Personnel of Uzbekistan is
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established in 1999，current membership of 89,861. Nurses are in membership of the National Association

of MMPPU. Head office for nursing seem to be integrated with the Chief-nurses' office in the Ministry of

Health. 12 branch associations are established in connection to the12 Oblasts and seem very active

and committed.

　Central Asian countries; Kazakhstan, Kyrgyzstan, Tajikistan and Uzbekistan established the Central

Asian Regional Nursing Coordination Council and nurses of Uzbekistan play leading role in the Council.

　Nurses challenge establishment of an independent National Nurses Association and work closely

with the other professional and vocational organizations to achieve effective collaborations.

　National Nurses Association of Uzbekistan is to challenge in leading the development of nursing

education and nursing practice, not only in Uzbekistan, but in Central Asian countries, and promote

relationship with regional and international organizations.

Ⅳ．Strategies for the Improvement of Nursing Education in Uzbekistan

Short-term strategies;

1. Refresher training at Nursing Education Center to be established at MOH Medical College in Tashkent.

1） Program planning for the refresher training courses;

（1）A 2-week refresher course for nursing faculty; one each of the 54 Medical Colleges (vocational

level) and for Medical Institutes (Baccalaureate level).

（2）A 2-week refresher course for nurse-mangers at clinical and community settings to be assigned

for clinical instructions ; 3 each of clinical settings, 1 each of community health care settings from

12 Oblasts.

2） Human resources for the refresher training courses;

（1）Short-term (about 1 month) Japanese specialists in nursing; Fundamentals of Nursing,

Community Health Nursing and Maternal and Child Health Nursing, to be selected and dispatched.

（2）Mid-term (about 4-months) training of Uzbekistan counterparts in Japanese nursing education

institutes ; Ministry of Health, Medical Institute, Medical College, practice settings ; hospital and

community health center

2. Innovation of program and facilities of nursing education of 6 Key-Schools; Ministry of Health Medical

College in Tashkent and, one each from 5 Areas of Uzbekistan designated by JICA;

1） Curriculum development based on health-oriented, client-oriented frame of reference;

2） Development of textbooks of Fundamentals of Nursing, and specialty    Nursing;

3） Development of nursing arts laboratory with necessary facilities, utensils, instruments and supplies;

（1）Development of an allocation plans for the rest of the schools in the Area.

（2）Develop ability in the use of the facilities, utensils, instruments and supplies, provide information

and train faculty of other schools in the Area;

4） Develop provisional nursing procedure manuals, and through  workshops participated by the

nursing faculty members of other schools;

（1）Develop standard manual for national / or Area use.
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Mid-term and long-term Strategies;

1. Trial implementation of nursing education based on the new curriculum by 2005 and periodic

evaluation followed

2. Nursing Education System innovation

　Extend entry requirement for basic nursing education vs. extend course of nursing education at

Medical Institutes (university level, post-basic nursing education). As Wallace (2001) made it clear

that entry requirement for nursing education institutes of EU Member States is 10 years of general

education.

3. Development of National Licensure System.

　The importance of formal qualification of nurses by the State in order to meet the mutual recognition

of the formally qualified nurses for general care within the EU Member States is clearly stated by the

EU Nursing and Midwifery Council. Moreover, many EU Member States report recently, due to the

extreme shortages of human resources in nursing, prevalent nurse migration from low-income countries to

high-income countries has been regarded an issue of both (WHO, 2003, Royal College of Nursing,

2002).

　Republic of Uzbekistan develops and launch National Examination for Nurse Licensure and formal

Registration System of Nurse Licensure by 2008.

4. Develop post-graduate education system in nursing

　For the faculty of higher education, baccalaureate and master's program, post-graduate programs

are to be established at Medical Institutes.

Ⅴ．Closing Remarks

　Uzbekistan, in the ancient cradle between the Amu-Darya and Syr-Darya rivers, is the most historically

fascinating of the Central Asian republics. Within Uzbekistan are some of the oldest towns in the

world, some of the Silk Roads main centers and most of the region's architectural splendors. Uzbekistan

occupies the heartland of Central Asia, sharing a border with all the other 'Stans', which is one of the

reasons why Uzbekistan considers itself the most important of the former Soviet Central Asian republics,

and why it is increasingly fulfilling the role of regional gendarme.

　In 1990, in June, Uzbekistan declared independence from the Soviet Union, and established the

Democratic Republic of Uzbekistan in August 1991, was admitted a member of the United Nations

(1992), IMF (1992) and World Health Organization (1992). Republic of Uzbekistan established bilateral

diplomatic relationships with Japan, Islamic nations including Malaysia and Indonesia, Asian nations

including China and Korea, European nations, and the United States of America.

　Tashkent, the capital city of the nation, once the fourth largest city in the former USSR, is the

Central Asia's hub and has international flight connections for the region. Due to the huge earthquake in

1966, and the subsequent enthusiasm of Soviet planners, little remains of the city's 2000-year history.

Bukhara, with buildings spanning 1,000 years of history and a thoroughly lived in city center that
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hasn't changed much in two centuries, is the best places in Central Asia to catch a glimpse of pre-Russian

period. Most of the city center is an architectural preserve - and includes a massive, royal fortress,

plenty of former medressas, ancient market complex, and plaza for religious gatherings.

　It is our wish and prayer that Uzbekistan regains the ancient glory and honor in the near future.
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２－３　看護管理の視点から

（1）目　的

　看護教育の改善を実施するにあたり、看護学生の実習場の環境を整備する必要があること

から、看護実践の場である臨床の看護の質、看護管理、臨床指導者等の状況などを把握し、

分析する。そして、今後の臨床の場を教育施設としてふさわしく整備するための問題点を明

らかにし、改善・教育計画を立案する。

（2）目　標

①　2002年に看護管理分野にて支援したタシケント救急医療センターが、その後どのように

改善されたかを確認し、臨床実習の場としてふさわしいかを査定する。

②　2002年に看護管理分野で支援した看護管理者の教育プログラムの実施状況を把握し、看

護管理者及び看護実践あるいは看護管理実践の質の変化を確認し、看護学生の臨床実習の

場としてふさわしいかを査定する。

③　看護学生の実習の場として適切に整備するための臨床及び看護管理者、実習指導者のた

めの改善・教育計画を立案する。

（3）視察及びアセスメント

1） タシケント救急医療センター

a） タシケント救急医療センターにおける看護実践（2002 年８月以前）

　2002年、最初に看護管理専門家として支援した当時は、看護実践については、医師の

指示に基づく与薬、バイタルサインを中心とした診療の補助業務であった。看護の基礎

教育を医師から受けた看護師も診療の補助業務を看護の業務として何ら疑問もなく（む

しろ誇りとして）受け止め、患者中心の看護という概念はなかった。もちろん、医師、

その他の職種、国民も含めて同様の見方であった。

　ただ、日本での看護管理研修を受けた一部の看護管理者は、日本で実施されている看

護がウズベキスタンと考え方も実践も違うことを知っており、改革の必要があることを
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認識し、看護記録の導入など少しずつ改革を始めていた。タシケント救急医療センター

においても、総看護師長が日本の研修を受講し、看護記録の導入について検討していた。

b） 看護管理実践

　2002年８、９月、看護管理専門家の支援によって、看護管理について以下のことが実

施整備されていた。

①　看護職副院長の就任（2003 年３月承認）

②　看護部組織の充実

・看護管理者各職位の役割規定の作成と実施

＊看護管理の組織運営に関する冊子を作成し、タシケント救急医療センターに実

習に来る看護管理者研修（保健省実施）者のための講義資料としていた。

冊子の内容（１．看護部の組織、２．看護管理者の各職位の役割、３．薬の管

理、４．委員会規定、５．教育計画、６．記録委員会、７．看護過程）

③　教育委員会の設置と実施

・毎月研修会を実施

＊研修会のテーマ（看護倫理、死後の処置、CRP、出血、外傷、火傷、薬物中毒、

じょくそう、清潔、体位交換、試験）　　　　

④　記録委員会の設置と実施

・記録に関する研修

　経験年数によって３グループをつくり、各グループで月１回の勉強会

⑤　臨床指導者育成のための院内教育

　上級看護師と一般看護師とで教材の作成

c） 現在の看護及び看護管理の状況

　看護担当の副院長が2003年３月に誕生したが、病院経営者の一員としての機能はほと

んどなく、院長、他の副院長からも副院長として認められているとはいい難い。副院長

になって新しい任務があるかと聞いたが特に新しいことは何もないとの返事であった。

また、元上司であった医師の副院長に看護職の副院長をどう思うかと質問したところ、

「医師の目的は、患者が治癒することである。したがって、看護師が本当に療養（治療）

の一端を担うことができるならば、看護師が能力アップをしてそれなりの地位につくこ

とは理解するだろう。しかし、まだ実際の看護の力を見せてくれていないので、現時点

では、信用していない」との返事に、看護職の副院長が有名無実であることは明らかで

ある。

　しかし、看護部としては、自立して改革を実践していることから、意欲と実行力はあ

ることから、今後、専門家等の支援により実力はついてくるものと思われる。

　看護の考え方については、院長、副院長（医師）、看護師は、医師の指示にて実施する

のではなく看護独自のものであるという考え方が広がっている。

　しかし、看護独自の看護とは何かという理論をベースとした確固とした理解があるか

は定かではない。おそらく理解していないと思われる。それは、看護実践の場では、依

然として診療の補助業務が中心として実践されているからである。看護記録については、

看護計画、経時記録が記載されているが、まだ形式的で看護ケアについては書かれてい

ない状況にある。以前は、看護過程の理論を理解することなく、形式的に導入すること
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に力を注いでいたが、やっと、看護概念や看護過程を理解しなければできないことが認

識されたようである。

　今後は、JOCVの林隊員によって、看護記録に関する勉強会が予定されている。

d） タシケント救急医療センターを臨床実習の場として使用することについて

　看護管理者（副院長、副部長２名）は、看護の質向上のために努力をし、改革を進め

ている。これまでの改革は、ほとんど、日本の研修で得たもの、あるいは専門家から教

授されたものであるが、吸収力と前向きに実践していく力があるので、今後も実際の運

用について、専門家等の支援があれば名実ともに向上していくものと思われる。他施設

の看護管理者（看護管理者研修受講者：保健省主催）の看護管理実習者に対しても実習

を受け入れ、指導している。

　これらのことから、当センターは今後、看護学生の臨床実習の場としてふさわしいと

考える。また、臨床実習指導者の実習指導の場としても使用できるものと思う。　

2） 看護管理者の継続教育について

　2002 年９月に看護管理専門家とともに保健省看護課で立案された研修計画について、

実施状況を確認した。

　保健省看護課 Salikhojaeva 氏にインタビューした。インタビューの要約は資料１．のと

おりである。

　看護管理者の看護管理研修は、計画に沿って医師の再教育施設である教育センター

（Training Institute for Medical postgraduate Education：TIMPE）で実践されていた。研修

は、大臣令によって実施され、カリキュラムは保健省、高等中等教育省の承認を受け法的

手続きがなされていた。カリキュラムは資料１．のとおりで、全課程72時間（講義、実習）、

２週間を１クールとしている。2002 年 10月より 2003 年 12 月までに総看護師長を対象に

毎月 25 名の受講生を受け入れ、300 名余を教育した。2004 年からは、看護師長の予定で

ある。

　カリキュラム及び教育内容、授業方法については実際をみて再評価する必要があるが、

教育のシステムは確立しているので、臨床指導者の教育については、臨床の継続教育と位

置づけ、この教育システムに入れると円滑に進むのではないかと思われる。

　しかしながら、これから新設される保健省立医療専門高校内教育センター（仮称）で行

われる看護の概念、看護理論、看護過程など、看護の基礎的な教育については、教育者に

実施される教育内容と同様のものとし、整合性をもたせる必要がある。

資料１．看護管理者の看護管理研修

Solikhojaeva 氏からの看護管理者の教育実践に関するインタビュー結果

１．看護管理者研修の実施についての法的根拠

　・看護管理者研修については大臣令

　・カリキュラムについては、保健省、高等中等教育省の承認を受理
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２．カリキュラムの作成について

　〈作成者〉

　　・保健省

　　・看護協会

　　・看護協議会（国全体の看護管理者の参加）

　〈内容〉

　　・目　的

　　・課　題

　　・方　法

　　・教育のコンセプト

　　・法的基盤

　〈プログラム〉

　　Ａ．全課程 72時間（講義、実習）

　　　・看護概念

　　　・看護哲学

　　　・看護管理

　　　・リーダーシップ

　　　・コミュニケーション

　　　・看護業務

　　　・心理学

　　　・看護過程

　　　・看護基準

　　　・家族看護のありかた

　　　・入院看護のありかた

　　Ｂ．２週間の研修の終わりに論文発表（学んだなかからアクションプランを立てる）

　　Ｃ．派遣医療機関長への報告（義務）

　　Ｄ．看護記録導入計画の報告、研修後６か月、１年半後の報告

　　　　州保健省看護係、看護協会がモニターする

　〈教育期間〉

　　72 時間（講義、実習）

　　２週間サイクル

３．教　師

　・Salikhojaeva 氏（保健省看護専門官、看護協会長）

　・モハメド・ガライト氏（看護協会副会長）

　・グリナール氏（看護大卒の看護師）

　・大学教員（看護師、医師）

４．教材あり
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５．受講者

　2002 年 10 月～ 2003 年 12 月

　　看護総師長（全州から）毎月 25 名　300 名余

　2004 年～

　　看護師長の予定

６．研修の成果について

・２年前は看護師の60％が保健省の医療・看護の改革や、看護師の役割、看護過程、看護基準・

概念等を知らなかったが、看護職が独立した職業であることを理解し始めている。

・外国の研修者やワークショップ参加者の学びを共有するようになった。また、教え方も学び

始めている

・看護管理教育の一部を医師（院長）とともに実施している。看護プロセスの講義も受講して

もらっている。院長の理解を得られ大変効果をあげている。

７．主催者が困っていること

①　配布資料作成に必要なコンピュター、コピー機、ビデオなどのAV機器がほしい。成果の

データをデータベース化もしたい。

②　長期の看護管理専門家が必要

８．今後の看護管理者研修について

・既に看護管理者教育は、ここ（医師の再教育センター）のセンターで実施しているので、新

たに設置される看護教員の教育センターで行う必要はない。

・看護学生の実習病院の指導者の教育についても、ここで教育するのが望ましい。

　（留意点）

・看護概念、看護哲学、看護過程など基本的な看護の理解に関する科目については、（新）看護

教育センター（仮称）と齟齬がないようにカリキュラム、教育内容を同様にする必要がある。

２－４　地域保健の視点から

（1）ウズベキスタンでの地域保健の現状と改革

　ウズベキスタンの疾病は二重構造を示し、多くの発展途上国と同様の、感染症と生活習慣

に関連した慢性的な疾病が問題となっている。特に心疾患は罹患率が高く、死亡原因の１位

となっている。また、衛生問題、飲料水、栄養問題などプライマリー・ヘルス・ケア（PHC）

として解決すべき生活環境上の問題も多い。

　ウズベキスタンでは、保健システムの強化を目的に、1998 年に大統領令により「国家保健

改革プログラム（1998 ～ 2005 年）」が発令された。この「国家保健改革プログラム」は、保

健サービス及び社会保障の質的改善を行うものであり、PHCの質的保障、保健医療サービス

に関連するシステムの改善、及び人材養成など様々な改革をめざしている。

　これまで日本から派遣された専門家の報告や今回のドナー会議の情報から、地域保健の分

野では様々なドナーにより、PHC関連の改善が進められており、PHC施設の整備とともに、

PHC の担い手として医師、看護職（看護師・助産師）の人材の養成が進められている。
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　特に、世界銀行からの借款プロジェクトとして1998～2003年にかけて、「HealthⅠProject」

が実施されている。ADB、USAID なども、モデル地区について、PHC のための GP と看護

師の再教育を実施しており、母子保健などにも力を入れており、世界銀行のプロジェクトで

は、Universal Nurse、USAID では PHC Nurse という表現がなされ、いずれも地域保健での

PHC の担い手として看護職の活躍が期待される。今後、「Health Ⅱ Project」が 2004 年から

開始される予定であり、モデル地区に限定されていた活動を、更に拡大してPHC活動が展開

される予定とのことである。

（2）ブハラ郊外　SVP 視察

　ブハラ市の中心から車で約 30 分のところにある SVP を見学する機会を得た。670 世帯、

約 3,000人の集落を対象としており、スタッフはGP２名、看護職７名（うち１名は助産師）

であり、１日の受診者は75人程度とのことである。住民は受診行動はとれているものと考え

られる。看護師長さんからの申し出により短時間の話し合いをもつことができた。

1） 施設・設備

　新しい建物が 2003 年の 12 月に完成、古い場所から移動したばかりとのことである。

基本的な設計はいずれのSVPもほぼ同じということで、一次医療の診療所としての機能

を有している建物である。

　入り口の横に薬局があり、診察室、検査室（血算、血沈、簡単な血液生化学検査など）、

滅菌室、理学療法室、入院施設として３つのベッドがあり、一次医療の診療施設として

の設備は整っている。妊婦の健診又は分娩室と、新生児・乳児が健診を受ける診察室は、

別の入り口があり、他の患者と一緒にならないよう配慮されていたが、PHCの拠点とし

て考えた場合には、患者への教育や集団での健康教育といったスペースはなかった。

2） 看護職の役割

　助産師１名は主に妊産婦の診察の介助、分娩の介助などを行っている。看護師は、診

療の補助、検査、理学療法の施術、薬剤の管理にあたるものと、家庭訪問をする看護師

がおり、例えば妊婦の健診や、新生児訪問などを担当するとのことであった。看護業務

としては、処置の手順が示されており忠実にそのとおり実施されるものと思われる。

　看護記録として独立したものはなく、処置・検査の経時記録や、予防注射のスケ

ジュールや実施状況など、項目別にノートを作り記録されていた。妊婦に関しては、医

師が個人カードを作成しているが、看護師はノートに年齢、出産経験の有無、合併症の

有無などを記録、対象となる集落の分娩可能な女性の人数等を把握している様子であった。

　看護師が個々の対象について、必要に応じて訪問、指導を行うなどといったところま

では行っていない様子であった。

　看護師長さんにどのようなものが必要と思うかと質問したところ、自分たちが住民に

対して指導するための教材（見て理解しやすいもの）がほしいと話していた。SVPで働

く看護職の印象は、誠実で前向きな姿勢が感じられた。

　SVPにおいて看護師の再教育が行われ、その役割が期待されているが、SVPには医師、

看護師、助産師以外の医療職種がいないため、すべての業務を看護師が行っている。少

人数の単位の施設にあっては、様々な機能をこなすことができる看護師を置くことが効

率的であると考えることもできるが、本来の看護業務が実施できない結果にならないよ
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う、役割分担を見直す必要があると考える。

（3）地域保健における看護職の役割

　ウズベキスタンにおいては、これまでも FAP（看護師／助産師駐在施設）、SVA（農村外

来診療所）、SUB（農村近隣病院）で看護職が就労しているが、そのほとんどが診療の補助と

しての役割が大きかったと思われる。看護職が地域看護学の視点である、住民を主体とし

た、地域で生活する対象とその地域の健康問題をアセスメントし、問題を解決するといった

自律的なアプローチは行われてこなかったと考えられる。

　国家保健改革プログラムによりこれら施設が農村部ではSVP（農村診療所）として統合さ

れ、これがPHC施設として位置づけられている。しかし、看護師の役割は依然として変わっ

ていない。

　地域看護の視点からは、看護職は、二重構造を示す疾病の予防、生活習慣に起因する慢性

疾患に対するアプローチも重要である。また、健康の維持・増進に向けたヘルス・プロモー

ションの考え方に基づく活動を行うことができる資質をもつべきである。

　

（4）地域看護の視点からの看護教育の改善

1） 基礎教育（専門学校）における地域看護学の位置づけ

　これまで日本から地域看護の専門家が派遣（2003年）されている。その報告によると、

ウズベキスタンでは、看護学のなかに、地域看護学という領域の枠組みはないものの、カ

リキュラムには、「健康な生活習慣」「公衆衛生学・医療統計学」といった地域看護教育に

関連するものや、各疾病論において「予防」について教育されているとのことである。基

礎教育は、３年と短い期間ではあるが、地域看護学の基本的な概念や PHC、ヘルス・プロ

モーションの基本的な考え方を教えることは必要である。

2） 高等教育（大学）での地域看護学の導入

　地域看護においては、個人、家族、コミュニティーとそれを取り巻く環境に目を向け、

問題をアセスメントし、その解決のための企画・実施・評価といった総合的な判断力、企

画力、指導力など、様々な能力が要求される。このためには、３年間の基礎教育だけでは

十分な実践能力をつけることは難しいと考える。したがって、さらに大学に地域看護学の

コースを設定し、地域看護学の専門家及び教員を養成すべきであると考える。

　ウズベキスタン国外で地域看護のリーダーシップもとれる専門家を養成し、それらの専

門家が中心となりウズベキスタンでの地域看護を確立していくことも一案であろう。

3） 卒業後の再教育システム

　現在、様々なプロジェクトにより、現任教育が実施され、地域での看護職の活動が見直

されているところである。基礎教育を終えて、SVPで働いている看護職に対する地域看護

の視点からの継続教育のシステムの構築が必要であると考える。

（5）今回の訪問を通して

　地域看護学を根づかせるためにも、看護理論に基づく看護概念、患者中心の看護が理解さ

れることが重要であろう。看護職の役割については、JICAからの専門家の派遣により看護の

中核となる人々の認識には確実に変化が現れていると感じる。同様に、地域保健における看
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護職の役割についても、その必要性は理解されつつあると感じた。しかし、地域保健におけ

る看護職の役割について理解してもらうための地域の隅々までの再教育には時間がかかるの

ではないかと考える。また、地域住民に対しても看護職の役割が認識されるよう働きかける

ことが重要である。

　また、これまでの調査では正確な発生率については現在手元に資料はないが、精神障害の

発生も決して低くないとの報告がある。地域保健を考えるとき、精神保健分野のエキスパー

トの育成も必要ではないかと考える。

　ウズベキスタンの地域のコミュニティー形成の特徴として、ソ連体制以前からマハラとい

う自治コミュニティー・グループが存在しており、通常は、マハラごとに外来診療所

（Policlinic）やSVAなどの医療施設が少なくとも１つは設置されているとのことである。地

域看護を展開するには、コミュニティーの存在は大きいと考えられる。現在でもマハラで

は、健康診断サービスをマハラ内の診療所で行ったり、マハラ単位で公衆衛生に関するセミ

ナーや講習会を開催するなどの取り組みも行っているとのことである。住民は、自分が成長

したマハラから移動することは少ないとのことで、SVPが整備され、PHC施設の拠点として

看護職が地域看護の役割も果たすことができるようになった場合には、住民との長期的で密

接なかかわりができ、看護師の活動が大きな成果をあげることが期待できると考える。
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第３章　第２回事前評価調査団の概要

３－１　調査団派遣の目的

　第１回事前評価調査団での調査結果を基に、下記の内容について協議・検討を行う。

（1）関連機関（保健省、保健省立医療専門高校、臨床実習病院施設等）を訪問し、プロジェクト

の具体的な活動実施に関する追加情報収集を行う。

（2）第１回事前評価調査団の収集情報及び（1）の情報を基に、具体的な活動内容につき保健省

と協議する。

（3）（2）の協議結果を踏まえ、PDM（案）及び PO（案）の中身を確認し、保健省と同内容につ

き R ／ Dドラフトとして合意する。

（4）保健省との協議により、プロジェクト実施体制を確認し、プロジェクト実施に係る双方の責

任を明確にする。

（5）調査結果の分析を行い、評価５項目の観点から事前評価を実施し、事前評価を取りまとめ

る。

（6）収集情報をプロジェクト・ドキュメント（案）にまとめる。

（7）対外経済庁及び高等中等教育省に対し本プロジェクト内容を説明したうえで、R ／ D 署名

時には witness として署名するよう依頼し了解を得る。　

３－２　調査団の構成

担　当 氏　名 所　　　属

総　括 草間　朋子 大分看護科学大学　学長　　

看護教育 櫻井　礼子 大分看護科学大学広域看護学講座保健管理学　助教授

協力計画 室井　真紀 国際協力機構医療協力部医療協力第一課　職員

参加型計画 小林　茂　 システム科学コンサルタンツ株式会社

通　訳 小林　淳子 日本国際協力センター
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３－３　調査日程

調査期間：2004 年３月 23 日（火）～３月 31 日（水）（９日間）総括、看護教育、協力計画

　　　　　2004 年３月 17 日（水）～３月 31日（水）（15 日間）参加型計画、通訳

　　　　　　　業務内容

小林茂団員、小林淳子団員成田発（HY528）

タシケント着

JICAウズベキスタン事務所打合せ

保健省での情報収集（Salikhodjaeva氏、Nazarova氏

へのPDM説明と協議）

Nursing Teaching and Treatment Complex（医療専門

高校）での情報収集

保健省立医療専門高校での情報収集

保健省立医療専門高校臨床実習病院フィールド調査

プロジェクト・ドキュメント案作成

プロジェクト・ドキュメント案作成

保健省での追加調査

保健省での追加調査

タシケント救急医療センター調査

小林茂団員、小林淳子団員：保健省ワーキンググ

ループとの打合せ（Al imova 氏、Naza rova 氏、

Salikhodjaeva氏、Ziyaeva氏、Zukhurova氏）（他：タ

シケント第一医大Yangieva氏、タシケント第二医大

Babajanova氏、Shomansurova氏）

草間団長、櫻井団員福岡発（13:45 OZ131）

室井団員成田発（13:30 OZ101）

草間団長、櫻井団員、室井団員タシケント着（17:20

OZ573）

チームミーティング

JICAウズベキスタン事務所打合せ

在ウズベキスタン日本国大使館表敬

保健省との打合せ（Akilov氏、Alimova氏、Nazarova

氏、Salikhodjaeva氏）

保健省Khadjibaev第一次官表敬・協議

高等中等教育省表敬・協議

PCMワークショップ開催（第１回事前評価調査団

PCMワークショップ参加者）

プロジェクト関係者との打合せ（A l i m o v a 氏、

Nazarova氏、Salikhodjaeva氏、タシケント救急医療

センター、保健省立医療専門高校）

日 順 月日（曜）

１ ３月17日（水） 21:00

２ ３月18日（木）
03:50

14:00

10:00

３ ３月19日（金）
12:30

４ ３月20日（土）
10:00

14:00

５ ３月21日（日）

６ ３月22日（月）

10:00

15:00

７ ３月23日（火）

08:30～ 10:45

11:00～ 12:15

12:40～ 13:30

８ ３月24日（水） 14:35～ 15:40

15:45～ 16:15

16:50～ 17:50

10:00～ 13:45

９ ３月25日（木） 14:50～ 18:30

宿　泊

機内泊

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント
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３－４　主要面談者

〈ウズベキスタン側〉

（1）保健省

Mr. Abdukhakim Khadjibaev, First Deputy Minister of MOH

Mr. Abdunumon E. Sidikov, Head of External Economic Activities Department, MOH

Mr. Farhad Akilov, Chief of Human Resources and Educational Institutions Department, MOH

Ms. Matluyba Alimova, Chief of Educational DPT of MOH

Ms. Salima Nazarova, the Specialist of HR DPT of MOH

Ms. Salikhodjaeva, the Chief Nurse of MOH

Ms. Fidanya Mukhamedgaraeva, the Deputy of Chair of Nursing Association

Ms. Mavlyuda Ziyaeva, Director of 1 Republican Medical College

Ms. Nodira Yangieva, Dean of Nursing Faculty,TashMI 1

Ms. Elvira Shomansurova, Dean of Nursing faculty of TashPMI (pediatric institute)

Ms. Farida Zukhurova, the Chief Nurse of National Emergency Care Center

　　　　　　　業務内容

タシケント第二医大視察

保健省経済局Siddikov氏とのミニッツ案打合せ

Nazarova氏、保健省立医療専門高校とのプロジェク

ト体制に関する打合せ

保健省立医療専門高校（看護教育センター）視察と

打合せ

情報整理

情報整理

情報整理

PDMとミニッツにつき保健省と協議（Akilov 氏、

Alimova氏、Nazarova氏）

対外経済関係庁表敬

PDM内容の発表（関係ドナー招待）

ミニッツ署名

リセプション

JICAウズベキスタン事務所・在ウズベキスタン日本

国大使館報告

草間団長、櫻井団員、小林茂団員、小林淳子団員、室

井団員タシケント発（OZ574）

小林茂団員、小林淳子団員、室井団員成田着

（OZ102）

草間団長、櫻井団員福岡着（OZ132）

日 順 月日（曜）

10:20～ 14:00

10 ３月26日（金）
12:00～ 13:30

15:10～ 17:55

10:00～ 13:30

11 ３月27日（土）

12 ３月28日（日）

09:20～ 10:25

13 ３月29日（月）

12:15～ 12:40

10:00

11:30～ 12:00

13:00

14 ３月30日（火） 15:00

22:30

12:10

15 ３月31日（水）

12:40

宿　泊

タシケント

タシケント

タシケント

タシケント

機内泊
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（2）高等中等教育省

Ms. Shakhlo Makhmudova, the Deputy Chief of Center of Secondary Specialized Education,

Head of HR and International DPT

Mr. Jamolkhon Shosalimov, Deputy of DPT of Professional Colleges

Ms. Galina Goleva, Leading Specialist

Mr. Maruf Karimov, Leading Specialist

（3）タシケント第二医科大学

Dr. Karimjanov, Vise Rector TashMI 2

Dr. Babajanova, Dean of Nursing Faculty TashMI 2

Ms. Alimova Galina, Director of TashMI 2 college

Ms. Gulnora Usmanova, Chief Nurse of 1 clinic of TashMI 2

Ms. Mavlyuda Gulyamova, Chief Nurse of 2 clinic of TashMI 2

（4）保健省立医療専門高校

Ms. Mavluda Ziyaeva, Director of First Republican College

Ms. Sajida Kayumova, Deputy Director of First Republican College

Ms. Iliya Pirimbetova, Methodologist, First Republican College

Ms. Khabiba Imamova, Chief of Clinical Practice, First Republican College

〈日本側〉

林　　朋幸 　在ウズベキスタン日本国大使館　三等書記官

北村　弘子 　在ウズベキスタン日本国大使館　三等書記官

柳沢　香枝 　JICA ウズベキスタン事務所　所　長

Dr. Rano Sabitova 　JICA ウズベキスタン事務所　在外専門調整員

３－５　調査・協議の経緯と概要

３月 24日（水）11:00 ～ 12:15　JICA ウズベキスタン事務所打合せ

　①８月の研修実施、②日本側のバックアップ体制、③看護教育センターC／P配置、④教材作

成、⑤プロジェクト活動範囲、⑥国別研修「看護教育」について意見交換を行った。

12:40～ 13:30　在ウズベキスタン日本国大使館表敬（林 朋幸 三等書記官、北村 弘子 三等書記官）

　草間団長からプロジェクト計画の概要と、R／Dの署名時期及びプロジェクト開始時期につい

て説明を行った。林書記官から、ウズベキスタンの行政改革による大統領令で、現在の公務員数

の削減が予定されていること、及び大学の独立法人化の動きについて説明があった。

14:35 ～ 15:40　保健省人材・科学・教育局局長 Akilov 氏、保健省教育担当者（ Alimova 氏、

Nazarova 氏）及び保健省看護担当者兼看護協会会長（Salikhodjaeva 氏）との打合せ

　Nazarova氏からタシケント救急医療センター内に、「看護実習部」を新たに設立したい意向が

伝えられた。草間団長から、本プロジェクトの目標は看護教育の視点から形成する必要があるた
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め、調査を基に滞在中に回答する旨返答した。また、８月の研修実施について時期、目的、対象

者等について意見交換を行った。

15:45～ 16:15　保健省第一次官Khadjibaev氏表敬・協議（柳沢JICAウズベキスタン事務所所

長同席）

　草間団長からプロジェクトの目的、柳沢所長から JICA 事業の原則について説明を行った。

Khadjibaev氏から、ウズベキスタンにおける医師と看護師との関係について、日本のように両職

種が対等なレベルに到達するには知識も投入もしなければいけない。看護師の役割の向上は無条

件に合意するが、日本の状況をそのまま実施できるとは限らないので、良い点と導入できる点を

受けて改善していきたいと述べた。また、タシケント救急医療センター内に看護実習部を設置す

ることを検討しており、ここで実習におけるスタンダードを教えて、やがては学校教育に還元す

るよう考えてほしい旨要望があげられた。

16:50 ～ 17:50　高等中等教育省代理 Shosalimov 氏表敬・協議

　Shosalimov氏から、中等教育カリキュラムの作成は中等特別教育センターが担っていること、

教員の再教育の拠点として機能していることについて説明があった。本プロジェクトにてカリ

キュラムの改善を検討している場合、同センターに事前に一報入れる必要性、及びカリキュラム

改定委員会と教科書の情報収集の際には中等特別教育センターも関与する必要性があることにつ

いても説明があった。

３月 25 日（木）PCMワークショップ開催

３月 26 日（金）15:10 ～ 17:50　保健省教育担当者（Nazarova 氏）との打合せ

　モデル学校（保健省立医療専門高校）カリキュラム改編のための介入規模について意見交換を

行ったあと、プロジェクト活動の開始時期等についてPlan of Operation に基づいて検討を行った。

３月27日（土）10:00～ 13:30　保健省立医療専門高校（看護教育センター）視察　Iliya 校長、

Kayumova 副校長

　カリキュラム改編とC／P配置に係る予算措置について意見交換を行ったあと、プロジェクト

活動の拠点となる看護教育センターの視察を行った。

３月 29 日（月）9:20 ～ 10:25　保健省人材・科学・教育局局長 Akilov 氏、保健省教育担当者

（Alimova 氏、Nazarova 氏）との打合せ

　討議議事録（ミニッツ）内容の最終確認を行った。

12:15 ～ 12:40　対外経済関係庁 Islamkhodjaev 代理議長表敬訪問（柳沢所長同席）

　Islamkhodjaev代理議長からのあいさつのあと、柳沢所長から調査団の紹介と草間団長から本プ

ロジェクト概要説明を行った。Islamkhodjaev代理議長からは、看護師は、医師の右腕となること

からも医師の育成と同等に重要と認識していること、したがって、看護師のレベルが国際基準ま

で向上することは必要であるため本プロジェクトに協力する旨発言があった（具体的には、プロ
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ジェクトのステータスの確保に必要な大臣会議のdecreeの承認）。また、R／Dにはwitnessとし

て署名することを約束した。

３月30日（火）11:30～ 12:00　ミニッツ署名（主要な出席者：保健省大臣Nazirov 氏、保健省

人材・科学・教育局局長Akilov氏、対外経済協力局局長Siddikov氏、保健省教育担当者Alimova

氏、 保健省看護担当者Salikhojaeva氏）
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第４章　調査・協議結果

４－１　総　括

（1）調査団の派遣目的

　2004年７月からスタートする予定の標記のプロジェクトの具体的な内容、具体的事項の実

施時期等についてウズベキスタン側と話し合い合意する。

（2）プロジェクトに関する主な合意事項

①　プロジェクトの目標は、「client-oriented nursing」に基づいた看護教育を実施することで

ある。

　このためにJICAは、カリキュラム、教材の作成、教育手法の習得に関する支援を行う。

②　プロジェクト期間は、2004 年７月から 2009 年６月の５年間とする。プロジェクトの終

了は、モデル校である保健省立医療専門学校で新しいカリキュラム、教材により教育を受

けた学生が卒業する時点とする。

③　看護教育改革のための拠点として看護教育センターをモデル校である保健省立医療専門

学校の敷地内に設置し、ウズベキスタンの C／ P ６名（チーフ、基礎看護、成人・老人看

護、母子看護、地域看護、看護管理）、日本からの長期専門家２名を常駐させる。ウズベキ

スタン側のC／Pは、将来にわたり各領域の看護教育のリーダーシップをとれる人材を選

出する。看護教育センターには、常駐する C／ P、専門家のための部屋、講義室、演習室

（３つ）を設け、必要な器材を配置する。

④　タシケント救急医療センターを看護実習施設のモデル病院とし、看護実習部を新たに設

置し、２名の専任の担当者を常駐させる。看護実習部には、院内実習に必要な器材を配備

する。

⑤　カリキュラム作成のためのカリキュラム委員会を設置し、カリキュラム案の作成、改

善、決定を行う。カリキュラム委員会は、看護の専門分野ごとの専門家（ウズベキスタン、

日本）から構成する。ウズベキスタンC／ P、日本人専門家が参加した合同の委員会を毎

年開催する。

　なお、カリキュラム委員会には、高等中等教育省の関係者を必ず入れることとする。

⑥　科目ごとのワーキンググループ（WG）を設置し、シラバス、教材作成を担当する。WG

は、ウズベキスタンと日本の専門家で構成する。

⑦　54 校の医療専門学校及び６校の医科大学の教員と看護実習に関連する施設の責任者

（12州×５名）を対象にした日本からの短期専門家による２週間程度の研修会を毎年看護

教育センター等で開催する。2004 年度の研修会は、８月 16日～８月 27日（看護とは、看

護職の役割）及び 2005 年２月又は３月（client-oriented nursing に基づくカリキュラムの

概要）とする。

⑧　毎年７名の専門家を対象として日本で４か月間の研修を行う。

　（2005 年度以降は、Trainer's training にかかわる５名の専門家を対象とした４か月研修

と、ウズベキスタン側の看護教育改善のリーダーシップをとる可能性のある人材５名を対

象にした３週間の研修とする）。

　2004 年度５名の長期研修員（４か月）は、看護教育センターから２名、モデル校以外の
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医療専門学校の教員、医科大学の教員、救急病院看護実習部のスタッフとする。

　

（3）団長所感

1） 教育改革に対するウズベキスタン側の理解度を高める必要性

　プロジェクトが成功したという判断は、54校すべての医療専門学校でカリキュラムの変

更が行われ、看護の現場で「client-oriented nursing」が定着することである。後者の成果

をみるには、時間がかかる。しかし、前者に関しては、プロジェクト終了後のできるだけ

早い時期にモデル校以外の53校の医療専門学校で、新しい教育システムが導入されること

を日本側としては期待したい。

　ウズベキスタン側で既に実施している看護教育に対して、基本となる概念（client-oriented

nursing）の変更に基づく変革を試みるためには、時間と労力が必要である。

　①看護概念の変更が必要であること、②そのためには教育改革が必要であること、③教

育改革のためにはカリキュラムの変更、教材の変更、教育手法の変更が必要であることを

ウズベキスタン側が十分理解しないと、このプロジェクトは成功しない。今回の調査で、

関係者と話し合うなかで、まず、教育改革の基本となる「看護とは」を多くの関係者に理

解してもらうことがこのプロジェクトを成功に導く大きな鍵となると判断し、できるだけ

多くの関係者に日本の看護の現場を視察してもらう機会をつくることが最も効果的と考

え、長期研修（４か月）の７名枠の一部（２名）を日本への短期派遣（３週間）に使うよ

うに変更することとした。

　また、カリキュラムの改善も含む教育改革が必要であることを多くの関係者に理解して

もらったうえでプロジェクトを進めていくことが重要であると判断し、モデル校での新し

いカリキュラムの導入の時期を１年延長し、プロジェクトの期間を延長することとした。

　今回の JICA プロジェクトは、ウズベキスタン側が主体的に進めるものであって、日本

側はあくまでも支援するという立場であることを、ウズベキスタン側が認識することが極

めて重要であり、日本側もあくまでそのような立場を堅持することが必要である。2004年

８月に行われる研修会がそのきっかけになってくれることを期待したい。

2） ウズベキスタン側との認識のずれ

　ウズベキスタン側の行政関係者のなかには、ウズベキスタンからのプロポーザルは、

「Trainer's training」であり、これ以上のことは必要ないと考えている人々がいるという現

状を考えると、前回の調査（2004 年１月）の時の印象とは異なり、時間をかける必要があ

ることを痛感した。

　今回の調査で具体的な内容を提示したために、教育改革の実現に向けて、ウズベキスタ

ン側も Trainer's training のように日本側がやってくれることを受けていればいいというだ

けの受け身の姿勢ではだめで、教育改革の実現に向けてのウズベキスタン側の負担等が大

きいこと、実現に向けては様々な困難があることをウズベキスタン側も実感したと思われ

る。このために、前回の調査時（大枠の取極めのみであったために、ウズベキスタン側が

具体的事項をイメージしていなかった）とは異なり、１つひとつのミーティングがかなり

シビアであった。

3） 省庁間の壁

　日本と同様の縦割り行政で、保健省、高等・中等教育省との間の連携は必ずしも十分で
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はないように思われる。一方、実際の教育現場では、日常的に、双方の省庁からの指示に

従わなければならないという実態がある。

　今回のプロジェクトの過程で、医療専門学校のカリキュラムに対する絶大な権限をもっ

ている高等中等教育省へのネゴシエーションが不十分であったことを実感した。PDMを確

定するためのワークショップに高等中等教育省の関係者に急きょ参加していただいたこと

は、今後のプロジェクトを進めやすくするものと思う。今後は、カリキュラム委員会等に

必ず参加するようにし、高等中等教育省も経過を十分把握できるようにしておくことが重

要であると思う。

4） 日本への研修員の派遣

　看護教育（４か月）、看護管理（1.5 か月）の専門家として日本に派遣される人々の、派

遣目的を明確にすることと人選が極めて重要である。

　看護教育に関しては、日本の看護教育（実習も含む）を視察することを目的とし、カリ

キュラム改正にかかわり将来的に Trainer’s training を行う人々を選択する必要がある。

　看護管理に関しては、既に研修を終えた看護師がいるので、日本での研修目的をウズベ

キスタン側に明示させ、その要求も入れて実習施設を選択することも重要であり、ウズベ

キスタン側が派遣してきた研修員を機械的に振り分けることは避けるべきである。　

5） 成果の評価について

　今回 JICA が取り組もうとしている教育プログラムは、実際の成果が浸透する、すなわ

ち、実施した教育が看護の現場に反映されて、現場が変わるまでには時間がかかる。しか

し、本プロジェクトは、提案した教育プログラムでのモデル校の学生が卒業する時点で終

了してしまい、他の53校の教育をいつ改革するかはウズベキスタン側の判断事項である。

　したがって、プロジェクトの本当の成果を評価することは難しい。そこで、モデル校は

１校であるが、研修などを通して、改革に向けての機運が高まり、一刻も早く新しい教育

が浸透することが成果のひとつでもある。

6） 看護の現場では、確実に変革が起こっている

　看護を改善する必要性を看護の現場（今回見学したタシケント第二医科大学第二病院）

では認識しており、自主的に看護師を中心とした研修会を開催、実践している。また、カザ

フスタン、ウズベキスタンなどの中央アジアの看護協会の連絡会などでも「client-oriented

nursing」について話し合いがもたれているとのことである。そこで、本プロジェクトを通

してこれらの動向に対して効果的な後押しをすることにより、看護の改善は加速するので

はないかと思われる。

　看護は、高価な「もの」がなくてもどこでも提供できる。したがって、経済的な状況が

必ずしも良くないウズベキスタンにおいても「client-oriented nursing」は、必ず受け入れ

られ定着するものと期待している。

４－２　看護教育の視点から　　　　　　　　　　

（1）施設訪問による情報収集

1） タシケント第二医科大学

　1999 年創立の大学、医学部７年、保健衛生学部６年、医学部教員養成６年、看護師３年

のコースがある。2003年９月からマスターコース（看護管理）が新設されている。全体の
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教員数は約 3,000 名で、共通の講座は 39 講座あるとのことであった。

a） 看護学科の教育と卒業後の進路について

　50 名の定員に対して、入学試験を行っており一定の成績でないと入学できない。

2004 年度は 29 名（約 129 名の応募）の学生が入学したとのことであり、入学時点で

学生の資質について審査がされていた。学生は医療専門学校からストレートで来る学

生もいれば、社会人の者もいるとのことであった。定員については、各大学のキャパ

シティーを考えて、毎年教育省からの通達（大臣会議）により決定されるとのことで

あり、教育内容についても標準的な内容が示されており、そのなかで各大学が時間割

を構成するとのことであった。「client-oriented nursing」の考え方については、これま

での疾患別の考え方を、対象別に枠組みを変えて再構成しなければいけないことは理

解しているとのことであるが、実際にはまだ実施していないとのことで、今後取り組

んでいきたいとのことであった。

　学生への実習教育は、隣接する第一病院（内科系400床）、第二病院（外科系400床）

で行われている。学生が病院の実習中に病院内で技術練習をすることが可能な実習室

が設けられており、実習教育の環境は整えられていると考えられる（病院見学に後

述）。

　学科の基礎教育は、医学部の学生と一緒に行われており、看護学の専門は７科目（基

礎看護、看護理論、家庭医学、老人学、食事学、リハビリテーション、看護研究）と

のことであった。また、学生が選択する看護専門コースについては、３年の後期にコー

スが分かれるとのことで、４コース（外科看護、麻酔・蘇生看護、産婦人科、看護管

理）あるが、日本での学士レベルの教育と考えるのが妥当であり、専門看護師（CNS）

の教育レベルではないと考える。

　大学内にはテストセンターがあり、必要に応じて学生の学習の程度について試験が

行われるとのことで、学習について評価がきちんと行われているようである。卒業試

験は３種類、筆記試験（コンピューターを導入）、一般の口頭試問（試験問題は何が当

たるか分からない）、技術試験（OSCE）が実施されている。卒業試験の方法は他大学

と同じであるが、試験内容は、学校による格差があり、現在、大学卒業生に対する統

一試験について保健省と検討をしているとのことであった。

　卒業時は学士となり、主任看護師又は専門学校の教員となることができ、専門学校

卒業の看護師とは別の給与となるとのことであった。

　卒業後の進路については、2003年度の卒業生を例にとると、医療専門学校の教員に

10名、タシケント第二医科大学の教員候補に３名、臨床の看護師としてタシケント市

内の病院などに24名で、これは保健省と相談をして決定したとのことである。就職に

ついては個人の希望もあるが、教員については、卒業生の資質の査定や専門学校の意

向を汲んでおり、保健省及び大学が介入しているようである。

　今回のプロジェクトでは、医科大学は直接の支援対象とはならないが、専門学校の

看護教員を養成する機関であること、また、卒業後多くの看護師が臨床に戻ることを

考えると、カリキュラム作成等に積極的に参加を促すことが重要であろう。

　また、看護系の大学院が設置されたことについて、前回の訪問では、看護の修士コー

スがなく、パブリック・ヘルスの修士コースに看護師が入学したと聞いたが、今回は
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看護の修士コースができたと説明を受けた。どのような過程で修士課程が設置された

のかは分からないが、看護の高等教育の一歩として修士コースが充実していくことを

期待したい。

2） タシケント第二医科大学第二病院

a） 継続教育のための看護師用の実習室見学

　現任の看護師の再教育のための部屋を見学した。ベッド１台と様々なモデル、技術の

練習用物品、ケア物品があり、また、看護師の雑誌なども置かれていた。日本に研修（看

護管理 1.5 か月）に来た看護師もおり、自分たちの知識・技術を高めたいと真剣に取り

組んでいると感じた。この部屋は、専門学校の実習指導にも、大学の学生の実習指導に

も利用するとのことであった。

b） 専門学校の学生の院内実習室見学（Nursing Learning Resource Center）

　実習室は、USAIDの援助によって設置されたセンター内にあり、専門学校の学生が病

院内の実習室において、注射・点滴といった実技練習を行っている場面を見学した。午

前中は病棟で実習をし、午後１時から５時までは患者の安静時間であるため、病院にあ

る実習室で実習を行うとのことで、１グループ10名に対して、専門学校の教員１名が指

導を行っていた。注射の練習では自分たちで作成した腕のモデルを使用しており、物品

の不足はあるものの、学生は真剣に練習を行っていた。

c） 産科病棟を見学

　妊婦の病室を訪問させていただいた。看護師から、患者の入院時から現在の状況につ

いて、看護記録〔入院時問診票、体温票、経過記録票（看護問題・アセスメント・実施・

評価）〕を用いて説明を受けた。看護記録の細部までは内容を十分に把握することはでき

なかったが、看護独自の記録があり、看護過程が展開されていると推測された。記録等

についての外国等からの支援の状況を質問したところ、1993年にドナーによる指導が行

われたとのことで、母性の領域は、標準化しやすいということもあると考えるが、それ

以来実施されているとのことであった。様々な施設で多くのドナーによる支援をこれま

でに受け入れてきた可能性があり、施設によって進んでいるところがあるとすると、看

護記録が導入されたのはここ数年のことであると認識していたが、臨床現場の現状を再

度十分把握する必要があると感じた。また、このような医療施設間の格差については日

本でも見られることであり、要因のひとつとしては、施設間の情報交換の場がない可能

性も大きいと考えられ、保健・医療にかかわる部門の情報交換や連携体制に関しても情

報収集が必要であると考える。

3） 保健省立医療専門学校の訪問

a） 教育方法及び教室（講義室）と実習室の見学

　今回は、教育研修センター設立予定場所の視察の予定であったが、再度、専門学校の

教育施設見学、及び教員や学生に会うことができた。

　教育方法については、少人数制で１クラス25～ 30名での教育であり、教員が時間ご

とに学生の理解度を評価していた。少人数制で、学生に目のいき届いた教育が行われて

いるという印象をもった。教科書は図書館に置いてあり個人に配布されるものではない
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とのことで、学生には、ハンドアウトの資料を教材として用いるなどして講義をしてい

る様子であった。外科看護の教科書を見せてもらったが、看護技術として図などを用い

た記載が多くあり、学生にとって分かりやすい内容となっていると思われるが、細かな

内容までは把握できなかった。今後、使用されている教科書、参考書の情報収集が必要

となるが、どの程度の範囲までを把握していくのか、かなりの作業が予測されると考える。

　また、実習室には、この春に JICAからの教材供与の物品が届いて既に実習室に配置

されており、ファントムについては、自前のパソコンが必要とのことであったが、機能

できるようセッティングができおり、学内演習に活用しているとのことだった。

（2）今回の訪問を通して

　２回目の訪問調査であり、プロジェクトの内容に関して詳細な計画が立てられ、今後の具

体的な作業段階について双方で見通しが立ってきたと感じた。

　活動を始めるにあたっては、情報収集が重要な役割をもつと考えられるが、現在のウズベ

キスタンの看護教育の現状と看護教員の質について、実践場面での看護師の役割と看護師の

レベルについて、また、医学専門学校を卒業した時点で看護の初等教育として、どの程度の

看護ケアが提供できる看護師を養成しようとしているのか、高等教育の看護師との違いをど

のようにみていくのか、日本側が十分把握しておく必要があると考える。

　また、これまで看護分野において、どのような改革が行われてきたのかを十分に把握する

必要があると感じた。特に、これまでも保健分野には多くのドナーが支援を行っており、ま

た、JICAがこれまで派遣した短期専門家を通しても、既に多くに変革が起こっていると感じ

た。しかし、ドナーの支援については効果のなかったもの（デンマークからの看護教育の支

援とのことであった）もあるようであり、その点についても情報収集が必要であろう（ただ

し、ウズベキスタン側からの聞き取りになるとすると、情報収集は困難も予想される）。

　これからのプロジェクトを進めるにあたっては、ウズベキスタン側の看護師、看護教員が

改革へのモチベーションをもつことが重要である。モデル校での導入においても、１学年の

学生数が 500 名と多く、それにかかわる教員はかなりの人数であり、教員の質を均一に高め

ることはかなり時間がかかると思われる。保健省立第一医療専門学校の校長が、国際的な看

護教育のスタンダードを導入することにより、例えば、海外での看護師としての労働市場が

あるといった看護職にとってのメリットを具体的な効果として示すことも必要ではないかと

のコメントがあった。看護職自身が改革が必要だと思えることは重要であり、また、保健医

療にかかわる他の専門職が、看護教育の改革に対して理解を示すことが重要であり、そのた

めには、様々な機会をとらえ看護教育の改善の必要性と有効性を伝えていくことも重要であ

ると感じた。

　今回の訪問では、前回よりも詳しい情報を得ることができ、ウズベキスタンの教育体制の

優れている部分や、現任の看護職が実践現場を変えようという意思をもっていること、ま

た、看護の高等教育が整備されつつあるということを知ることができ、今後の改革に向け

て、優れた点を生かしていくことで、ウズベキスタン独自の看護教育が形成されるだろうと

の印象をもった。
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